
１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
都市計画証明に係る手数料を見直すことは可能だが、市全体の受益者負担の考え方や各種証明手数料の動向に注視しつつ適正な料
金を検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150206 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

（歳入）都市計画手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

都市計画証明手数料

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

市の情報を証明するものであり、民間委託は不可能である。

　事務改善

関東指定都市、３００円に対し、本市、２００円であり他都市と比較すると若干
安くなっている。

証明手数料を見直すことは可能である。

都市計画区域、区域区分、地域地区、都市施設などの各種証明書を交付する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

はり札の場合、横浜市、川崎市、相模原市が１０枚で５００円、千葉市が３８０
円、本市が３５０円であり、関東地方の指定都市の水準よりも安い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市屋外広告物条例、同施行規則

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）都市計画手数料

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 01150206 － 002
屋外広告物許可手数料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

広告物や掲出物件の大きさや数によって許可が必要となり、さいたま市屋外広告物条例の規定により、手数料を納めることとなってい
る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 許可に対する審査の時間短縮を行えるように条例に関する知識の更なる向上に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

条例に基づく審査をするため、申請時から許可するまでを継続的に行う必要
がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 業者の登録、管理等の更なる事務効率向上に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150206 － 003

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市屋外広告物条例、同施行規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

（歳入）都市計画手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

屋外広告業登録手数料

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（１８年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

条例に基づき審査を行うことから、民間への委託は困難である。

　事務改善

横浜市、川崎市、相模原市は登録制でないので比較できない。なお、千葉市
が１０，０００円、本市が１０，０００円であり、関東地方の指定都市の水準と同
等である。

屋外広告物の表示または掲出物件の設置を営業として行う場合には、屋外広告業として登録を受ける必要がある。登録制とすること
で、違反を繰り返す広告業者に対して適切な指導を行うとともに、一定の水準を有する広告業者と連携し、広告景観の向上に努めて
いく必要がある。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

3



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

講習会参加費用として、横浜市、川崎市、相模原市が共に３，０００円、千葉
市が３，３００円、本市が３，０００円であり、関東地方の指定都市の水準と同等
である。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市屋外広告物条例、同施行規則

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）都市計画手数料

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 01150206 － 004
屋外広告物講習会受講手数料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

屋外広告業の登録制の導入に伴い、法令順守等の意識を高めるため、条例に基づく講習会の内容の充実を図るとともに、屋外広告
業者の業務主任者に対し、受講してもらう必要がある。なお、埼玉県内での実施となるため、埼玉県、川越市と輪番制で開催すること
となっており、平成２２年度においてはさいたま市で開催する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 屋外広告物講習会の開催に係る会場使用料やテキスト代などの経費であり、受益者負担の観点から適正な金額であると考える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

法令順守が目的であることから、法令に従事している自治体での実施となる。
なお、広告物の表示内容や施工に関しては民間のノウハウが必要であるた
め、講師として派遣依頼をしている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

受講手数料を見直すことは可能である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各関東指定都市においても、近隣の駐車場の使用料を参考に設定してい
る。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市営岩槻駅東口公共駐車場条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）自動車駐車場使用料

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 01150107 － 001

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　岩槻駅東口公共駐車場の駐車場使用料（近隣の駐車場の使用料を参考に設定している）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　当駐車場の駐車場使用料については、平成２２年４月に改正したところであり、近隣の駐車場との均衡は図れている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

委託業者が徴収している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成22年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

5



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　公用若しくは公共用に供するため必要を生じ、又は許可の条件に違反する行為がない限り、行政財産の使用を許可し、使用料を徴収
していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150107 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

（歳入）行政財産使用料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

　市営自転車駐車場及び自動車駐車場の管理運営については指定管理者
等に委ねているが、敷地については市が財産管理すべきものであるため、民
間委託には馴染まない。

　事務改善

　各関東指定都市においても同様に使用料の徴収を行っている。

　市営自転車駐車場及び自動車駐車場の敷地に電柱を設置するなど、行政財産の使用につき徴収する使用料

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各関東指定都市においても、近隣の駐車場の使用料を参考に設定してい
る。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市営北与野駅北口地下駐車場条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）さいたま市営北与野駅北口地下駐車場使用料

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 16010101 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　北与野駅北口地下駐車場の駐車場使用料（近隣の駐車場の使用料を参考に設定している）

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　当駐車場の駐車場使用料については、平成２２年４月に改正したところであり、近隣の駐車場との均衡は図れている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

委託業者が徴収している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市）・平成４年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　放置自転車の撤去手数料の額について、近隣都市や関東指定都市の状況を参考にしながら、市の他の諸手数料の改定と合わせて
見直しを行うこととする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 01150206 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

 さいたま市自転車等放置防止条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

（歳入）放置自転車撤去手数料

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・Ｓ５７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ 　

左記として判断した根拠

　放置自転車の撤去手数料の徴収業務については、自転車の返還業務の
委託業者に併せて委託している。

　事務改善

　自転車の撤去手数料の額は、横浜市1,500円、川崎市2,500円、千葉市
2,000円、相模原市2,000円で、関係指定都市の中で最も低い額である。

　自転車の撤去手数料の額は、横浜市1,500円、川崎市2,500円、千葉市
2,000円、相模原市2,000円で、関係指定都市の中で最も低い額である。

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、放置自転車等の撤去等に要する費用の応分の負担として、当該自転車等の利用者か
ら手数料を徴収するものである。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

Ｊリーグを擁する市で入場料を徴収する場合の使用料は同レベルである。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市公園条例・大宮公園サッカー場条例

根拠法令

実施方法

妥当性

(歳入）都市計画使用料

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 01150107 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

平成18年度の指定管理者制度導入以降は、原則、利用料金制度を導入したため市の使用料収入はなくなった。しかし、Ｊリーグ使用
料については、大会開催日数が不定期のため、市の収入とすることとし、指定管理料への反映はしないこととした。その他、占用料及
び設置許可使用料がある。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
使用料については、原則、利用料金制度を採用しているが、さいたま市全体として使用料の考え方を整理し、その方針に基づき全体見
直しを図る必要がある.

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

納入業務のみである。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の1件当たりの手数料は、横浜、川崎、千葉の各市とも300円であり、
本市の手数料は関東地方の指定都市の水準よりも安い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局都市計画部みどり推進課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）都市計画手数料

048－829-1423責任者 問い合わせ先安田　昌司

コード 01150206 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民に対して、生産緑地の都市計画に係る証明書を交付する。
手数料は、1件当たり200円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
都市計画に係る証明書は生産緑地以外にものが多岐に渡るので、関東地方の指定都市の手数料水準も勘案して全体的に検討する必
要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当該証明書の交付申請件数が少ないため職員が通常業務を行いながら対
応したほうが、コストを抑えることができる。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

当該証明書の交付申請件数は非常に少なく、通常業務を疎外しない事務量
であり1件当たりのコストは低廉なものと考えられるが、適正な証明書交付手
数料について検討する必要がある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野　）・　平成４年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

開発区域0.1ha未満(自己居住用)の申請手数料は、関東地方の指定都市す
べて8,600円であり、本市の手数料も8,600円となっており、同レベルである。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局 都市計画部 開発調整課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市都市計画関係事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）開発行為等許可申請手数料

048-829-1424責任者 問い合わせ先寺師淳一

コード 01150206

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市計画法の規定による開発行為許可申請等の審査を行う。手数料は、申請内容により細分化されている。

事業開始年度

－ 000

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 申請に係る審査業務としてそれにかかる業務、また他の政令市の手数料等から判断して適性である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都市計画法では、許認可事務を都道府県（指定都市等も含む）が行うこととさ
れており、民間に委託等できるように規程されていない。

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・浦和市・与野市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　不明　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

上記規則及び条例に基づき使用料を徴収している。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 行政財産使用料の見直しを行ない、歳入確保に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

職員で対応可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

所管財産の目的外使用許可、貸付等を行なう。
「さいたま市行政財産の使用料に関する条例第2条」及び「さいたま市道路占用料徴収条例別表」に基づき、使用料を徴収する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料

048-815-8720責任者 問い合わせ先原　茂夫

コード 01150107 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局まちづくり推進部区画整理支援課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　　　　　　）・　　　　　１２年度）

1.全部直営 2.一部委託

上記条例に基づき使用料を徴収している。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 浦和東部まちづくり事務所敷地内の電柱使用料であるため継続

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

使用料額自体が少額であるため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

当事務所内に建柱している電柱の使用料

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料

０４８－８７８－５１４０責任者 問い合わせ先木南　信一

コード 01150107 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和東部まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　浦和西部まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

(歳入）行政財産使用料

048-861-5905責任者 問い合わせ先持田　公康

コード 01150107 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和西部まちづくり事務所の敷地内に立っている電柱に対し、行政財産目的外使用許可をしているため、「さいたま市行政財産の使
用料に関する条例」に基づいて算出した使用料を徴収している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
「さいたま市行政財産の使用料に関する条例」に基づく徴収であり、また関東指定都市の水準と比べ適当な使用料と思われるが、今後も
徴収料を適正に確保し、歳入確保に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年に１回財務端末により納付書を打ち出し郵送するのみの事務のため、民間
委託によりコスト削減が図れる事務ではない。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

上記条例に基づいて使用料を徴収しているため。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各都市の１件当り手数料は、横浜市：３００円、川崎市：３００円、相模原市　　：
３００円であり本市の手数料は、関東地方の指定都市の水準よりも安い。

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　与野まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）証明手数料

048-840-6153責任者 問い合わせ先新井晶一

コード 01150206 － 000

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民に対して、仮換地証明書及び底地番証明書を交付する。
手数料は、1件当り200円である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 手数料を見直し、歳入確保に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

本市の手数料は、関東地方の指定都市の水準より安いため。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市）・昭和４３年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 岩槻まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法   さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

(歳入）証明手数料

048-790-0230責任者 問い合わせ先名城　嗣豊

コード 15020603 － 0000
（歳入）証明手数料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま都市計画事業岩槻駅西口土地区画整理事業における、仮換地及び底地証明書の発行

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 今後も手数料の適正な確保に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間委託不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

手数料の適正な確保

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　岩槻市　　　）・　平成１２　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
当該設備は、平成２１年７月３１日、さいたま市土地開発公社から買い戻しによりさいたま市が取得した土地に設置されており、公益上必
要であると認められるため、使用を許可する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和駅西口南地区再開発事業用地（浦和区高砂一丁目62番4の一部）に第１種電話柱１本を設置するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

（歳入）行政財産使用料

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭

コード 01150107 － 000
事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市行政財産の使用料に関する条例（平成１３年さいたま市条例第７８号）

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市財産規則・さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

(歳入）行政財産使用料

０４８－６４６－３２８８責任者 問い合わせ先中野　英明

コード 01150107 － ０００
(歳入）行政財産使用料

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市有地の使用に係る使用料である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　事業開始までの一時的な市有地の貸し出しであるが、有効活用について検討を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市有地の目的外使用に係る使用料業務のため、民間委託は不可能

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

市有地の有効活用については検討可能である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　平成１９　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局都心整備部大宮駅西口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市道路占用料徴収条例第２条別表

根拠法令

実施方法

妥当性

（歳入）行政財産使用料

０４８－６４６－３２７９責任者 問い合わせ先伊東　信悦

コード １５０１０７ － ０００

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市道路占用料徴収条例第２条別表で標準的な料金が定められている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 　さいたま市道路占用料徴収条例第２条別表により適切に処理されていると判断する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

　

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　建設広報協議会については、政策局東京事務所においても類似の協議会
（全国都道府県･政令指定都市国土交通省担当者連絡協議会）に加盟して
いる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　本事業より得た国等の動向や都市計画等に係る最新の情報は、本市の都市計画行政の推進に役立っているが、事業内容について
は、適宜見直しを行っている。今般、同事業の内、建設広報協議会負担金については、政策局東京事務所においても類似の協議会（全
国都道府県･政令指定都市国土交通省担当者連絡協議会）に加盟しているため、都市局の負担金は廃止の方向で検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　協議会負担金の加入口数を減らすなど、事業内容については適宜見直し
を行っている。又、本事業より得た国等の動向や都市計画等に係る最新の情
報は、本市の都市計画行政の推進に役立っている。

左記として判断した根拠

　本市の都市計画行政の総合調整及び運営管理等に係る事業であり、民間
委託等を行う類の事業ではない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　都市計画行政の総合調整及び管理運営を行う。また、都市政策に係る調査、研究及び企画等のために、各種協議会や研修会等に
参加し、都市計画事業を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市計画推進事業（都市総務課）

048-829-1390責任者 問い合わせ先江口　明男

コード 15390601 － 001
都市計画推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　本市の都市計画行政の総合調整及び運営管理等に係る事業であり、必要
不可欠な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　本市の都市計画行政の総合調整及び運営管理等に係る事業であり、必要
不可欠な事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　協議会等負担金について：(財)都市みらい推進機構と（社）日本都市計画
学会は相模原市が未加盟。(財)都市計画協会は４市とも加盟。（社）建設広
報協議会は千葉市（昨年度脱退）、相模原市が未加盟。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ア

　特定の市民に対しての制度であり、平成５年以降新規利用者はいない。

左記として判断した根拠

　民間銀行への預託に基づく制度である。

　事務改善

　横浜市、川崎市、千葉市においては、同様の制度を設置していない。

　さいたま市が行う都市計画事業等に伴い、住宅の移転及び住宅の敷地を必要とする者に対し、その必要資金を融資することにより
移転を促進し、もって事業の円滑な進展を図ることを目的とする。

　住宅の移転及び住宅の敷地を必要とする者に対し、その必要資金を融資
することにより移転を促進し、もって事業の円滑な進展に貢献している。

左記として判断した根拠

　類似の融資制度が、民間の都市銀行で整備されている。
　なお、埼玉県でも類似の事業を実施していたが、他の制度で対応することと
し、現在は事業を廃止している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前　（旧市（浦和市）・昭和５８年度）

3.全部委託

048-829-1390責任者 問い合わせ先江口　明男所管部署 都市局　都市総務課

都市計画推進事業（都市総務課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

さいたま市都市計画事業等移転資金融資制度

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市都市計画事業等移転資金融資制度要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15390601 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本制度の融資要件に適応可能な他制度はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　本制度は、制度設立当初より、事業の円滑な進展に貢献してきたが、社会経済情勢が大きく変化する中、現在、同様の制度を設置して
いる関東指定都市はなく、本市においても、平成５年以降新規利用者はいない。民間の金融商品も充実しており、公共事業として本制
度を維持しなくとも、より低金利の民間商品で補填できる可能性もあることから、今後、本制度を凍結する方向で検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（平成１３年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

　本基金のみならず、他の各基金含めて、財政所管課等による、より安全且
つ有利な運用方法を検討する余地はある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　本市において、その設置目的が類似した他基金がないことによる。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　事務処理の効率化の観点から、本事業に携わる職員数及びそれに係る人件費を鑑みれば、財政所管課等による各基金の一括管理も
可能である。当課及び当局単独での課題としてではなく、将来予想される財源不足を解消するための一因とすること、また、年次的標準
化による健全財政の維持に貢献することを目的とし、より統一的かつ効率的な運用を図るための体制づくりが必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　将来的に財源不足が予想される中、将来に亘り、本市の市街地開発事業
及び都市施設整備事業を継続的に推進する上で、本基金は必要不可欠な
制度である。

左記として判断した根拠

　地方自治法第２４１条第１項の規定より、本基金は、地方公共団体が、特定
の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用す
るための制度である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市街地開発事業及び都市施設整備事業に係る資金を積み立てるために設置された「さいたま市都市開発基金」の積立金である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市開発基金積立金

048-829-1390責任者 問い合わせ先江口　明男

コード 15395001 － 000
都市開発基金積立金

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市都市開発基金条例第４条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　将来的に財源不足が予想される中、将来に亘り、本市の市街地開発事業
及び都市施設整備事業を継続的に推進する上で、本基金は必要不可欠な
制度である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　将来的に財源不足が予想される中、将来に亘り、本市の市街地開発事業
及び都市施設整備事業を継続的に推進しなければならず、地方自治法第２
４１条第１項の規定により、本基金を設置する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各関東指定都市においても、都市基盤整備等に係る同様の基金が存在し
ている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

読者モニター登録者数やホームページアクセス数の増加など、継続的な発
行及び情報発信による効果が表れているため。

左記として判断した根拠

　まちづくりを親しみやすく、また、斬新な切り口で取り上げるような企画の立
案や、編集、印刷等の業務は専門業者の知識と経験等に頼るところが大きい
ため。

　事務改善

　各指定都市においては、パンフレット等の発行によるまちづくり事業や活動
等の啓発に加え、主に児童を対象としたまちづくり読本などの発行も実施して
いる。

　持続可能な都市づくりに向けて、市民の視点やアイデアを活かしながら、市民と行政の協働によるまちづくりの取り組みや市民まち
づくり活動の状況等を掲載内容とした「まちづくり広報誌『ｋｏｒｅｋａｒａ』」を発行することで、まちづくりに対する興味・関心を掘り起こし、
市民がまちづくりへ自ら参加することの「きっかけ」を創出するもの。

　総合振興計画にも掲げる「市民と行政の協働によるまちづくり」を目指すうえ
で、継続的かつ積極的に市民に対して情報発信を図ることが必要であるた
め。

左記として判断した根拠

　本市のまちづくりに関する情報及び市民啓発を図る情報発信は、本市にお
いてのみ実施することが可能な事業であるため。

5.その他（市民との協働による実施）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1390責任者 問い合わせ先江口　明男所管部署 都市局　都市総務課

参加型まちづくり支援事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

参加型まちづくり支援事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15393301 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市民局や水道局など、各所管において発行する広報誌等が何種かあるも
のの、事業や施策の周知、紹介、発行の目的等がそれぞれ異なることから、
単純な統合は困難。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

　本業務は、「市民と行政の協働による都市づくり」の一層の推進にあたり、読者モニター制度の活用や編集への参加など、市民目線の
広報誌やホームページなどを作成し、まちづくりの情報発信を積極的に進めているものである。今後は、発行部数や発行回数等につい
て、費用対効果の観点から検討を行うとともに、読者モニター制度をさらに活用し、年間を通じて実際の編集作業へ参加していただくな
ど、市民とともに創りあげる誌面のより一層の実現へ向けて、本業務を推進していく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、大宮市、与野市）・　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

都市計画図の販売額は、横浜市で１，６８０円、川崎市で２，５００円であり、価
格の見直しは可能である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

固定資産税課の家屋台帳等、利用可能なデータを引用しているが、現地の
状況等の詳細を把握する調査であり、統合することはできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
神奈川県の例にならい、埼玉県で行う調査項目として建物現況調査を実施するよう県に要望していく。
また、都市計画図の販売価格についても他都市の状況を参考に見直しを図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

他の利用可能なデータを活用しつつ、必要最小限の調査を実施しており、良
好なまちづくりに寄与している。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市計画区域について、人口規模、産業分類別の就業人口の規模、市街地の面積、土地利用、交通量等に関しての基礎調査や、
都市計画等の業務に活用するための地図作成を行うものです。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市計画推進事業（都市計画課）

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15391001 － 001
都市計画基礎調査等事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市の都市計画（土地利用規制）を定めるにあたって根拠となる基礎的な調査
などであり、必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉県では土地利用や交通量に係る調査を行っているが、市の都市計画を
定めるにあたって必要な調査項目である建物現況調査は行っていないた
め、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

神奈川県では建物現況調査を行っており、その結果を横浜市や川崎市は活
用しているが、埼玉県はこの調査項目を行っていないため、さいたま市が
行っている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

本市の都市構造の方向性を検討し、計画することで、将来、起こりえる問題や
無秩序な街並みを抑制し、効率的なまちづくり推進に寄与している。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　事務改善

都市計画法１８条の２の規定により市において定めるものであり、他都市にお
いても作成している。

都市計画マスタープランの販売価格見直しは、可能である。

人口減少・超高齢化や地球環境問題などの諸課題に対応するため、既存のまちの再構築・再生に重点を置く「コンパクトなまちづくり」
への転換を目指した調査・検討を行い、今後予定される都市計画マスタープランの改定に反映させていきます。

人口減少・超高齢化の進展等、社会・経済環境の大きな転換点を迎える中、
将来の本市の都市構造の方向性を検討することが重要であり、必要な事業
である。

左記として判断した根拠

県においては、それぞれの都市計画における都市計画区域マスタープランを
策定しているが、本市の土地利用に係る将来都市像を確立していくための調
査・検討であり、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成　２１　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹所管部署 都市計画課

都市計画推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

コンパクトなまちづくり推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15391001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の分野の基本計画はあるが、本事業は、本市の土地利用のあり方につい
て調査・検討するものであり、他の事業と統合することはできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 都市計画マスタープランの次期改定時にあわせ新たな歳入増策として、販売価格の検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

建築物の用途や規模などを都市計画に定めることで、良好なまちづくりに寄
与している。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　事務改善

関東指定都市でも用途地域、地区計画の都市計画を決定している。

上位計画に基づき都市の良好な環境を守り秩序ある発展を図るため、建築物の用途や形態の規制・誘導をする用途地域など地域地
区の都市計画、及びそれぞれの地区の特性に相応しい将来像を誘導する地区計画の指定にあたり、関係課所と連携をはかり、都市
計画決定に向けた手続きを行う。

用途地域や地区計画の都市計画を法手続きに基づいて決定することで、秩
序ある市街地を形成していくために必要な事業である。

左記として判断した根拠

決定権が市にある都市計画であり、決定・運用することで適正な土地利用を
誘導し、秩序ある市街地を形成していく。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和・大宮・与野　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

都市計画推進事業（都市計画課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

用途地域、地区計画等の決定・変更

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15391001 － 003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

用途地域や地区計画の都市計画決定をする所管課として手続きを行ってお
り、類似事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
市街地の計画的な整備や既成市街地の整備・再生のための都市計画手続きが必要であり、都市計画法に基づく手続きに則って適正に
進めている。引き続き、市民への十分な説明、情報の開示などに配慮しつつ、作業の効率性を図り、手続きの計画的な遂行に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和、大宮、与野　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

住民参加のまちづくりに関する事業はあるが、都市計画法に基づく地区計画
制度の活用に特化した地域のまちづくり支援を行っているため、統合すること
はできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
平成２１年度は、建築協定を締結している地区や地元でのまちづくり活動を活発に行っている地区を１０地区抽出し、地域のまちづくりの
動向や地区計画策定の意向に関するアンケート調査を行った。引き続き、地域のまちづくりの動向に注視しながら、関心が高い地区の
把握や地区計画活用の積極的な呼掛けに努め、地区の特性を活かしたまちづくりを推進していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

これまで地区計画制度の普及・啓発を行ってきた結果、住民発意による地区
計画の決定地区数は増加している。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

良好な市街地の環境を形成・保全するため、地区の特性に応じたきめ細かいまちづくりのルールを定め、計画的により良いまちへと誘
導していく地区計画制度の普及・啓発を図る。また、住民発意による地区計画導入や案の作成等のための活動支援を行い、市民と行
政の協働により、計画的なまちづくりの実現を目指す。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市計画推進事業（都市計画課）

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15391001 － 004
住民発意による地区計画の策定支援

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

地区計画制度を活用し、行政の専門的な支援を受けながら住民自らがまち
づくりのルールを定めていくことは、市民と行政の協働によるまちづくりを実現
していく上で必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県などでも同様に住民参加のまちづくりに関する支援を行っているが、
地区計画を決定するのは市であるので、住民発意による地区計画の策定支
援は、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市でも住民発意の地区計画を推進している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

防火地域・準防火地域を指定することで都市の不燃化が実現されている。今
後も指定を拡大していくことでより一層の効果が期待される。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　事務改善

関東指定都市でも防火地域・準防火地域の都市計画を決定している。

都市の不燃化を促進し火災による延焼防止を図り、災害に強い安全で安心なまちづくりを推進するため、コンパクトなまちづくりを目指
した「都市計画マスタープラン」の見直しにおけるまちづくりの方向性を確認しながら、さいたま市における防火地域・準防火地域の指
定あり方、指定基準及び指定地区の検討を行い、防火地域・準防火地域の都市計画を定める。

防火地域・準防火地域の指定を拡大することは、都市の不燃化を促進し、災
害に強い安全で安心な市街地を形成する上で必要である。

左記として判断した根拠

決定権が市にある都市計画であり、決定・運用することで災害に強い安全で
安心な市街地の形成に寄与する。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

都市計画推進事業（都市計画課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

防火地域及び準防火地域推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15391001 － 005

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

防火地域・準防火地域の都市計画決定をする所管課として、指定に向けた
検討や手続きを行っており、類似事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

平成21年度は、既存資料や現況補足調査等により防火地域・準防火地域の指定状況等の分析を行い、さいたま市としての防火地域・準
防火地域のあり方の検討を行なった。今後は、より詳細な建物現況調査、災害危険度判定調査等の実施を通じて定量的な分析を行い、
具体的な指定基準、指定地区の拡大について検討を行なっていく。また、検討にあたっては、パブリックコメントの実施などを通じ市民へ
の情報公開に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

高度地区の都市計画決定をする所管課として、指定に向けた調査や検討を
行なっており、類似事業はない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
高度地区については平成２４年度末までの指定を目指し、平成２１年度においては、さいたま市における高度地区のあり方について調
査・検討を行なった。今後は、具体的な指定基準、指定地区について、市街地の現況調査等を実施しながら詳細な検討を行なってい
く。また、検討にあたっては、パブリックコメントの実施などを通じ市民への情報公開に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

高度地区の指定をしていくことで、快適な住環境や良好な景観の形成、近年
増加傾向にある建築物の高さを巡る紛争の減少が期待され、市民からの要
望も多い。

左記として判断した根拠

調査等必要な部分について民間委託を行っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市街地の良好な環境を維持し、周辺と調和のとれた街並みの保全や建築物の高さを巡る紛争を未然に防止するため、コンパクトなま
ちづくりを目指した「都市計画マスタープラン」の見直しにおけるまちづくりの方向性を確認しながら、さいたま市における高度地区の
指定のあり方、指定基準及び指定地区の検討を行ない、高度地区の都市計画を定める。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市計画推進事業（都市計画課）

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15391001 － 006
高度地区推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

高度地区による高さ制限は、周辺と調和のとれた街並みの保全や建築物の
高さを巡る紛争を未然に防止し、良好な住環境を維持する上で必要な制度
であり、市民からの要望も多い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

決定権が市にある都市計画であり、決定・運用することで建築物の絶対高さ
について規制し、周辺と調和の取れた街並みなど良好な住環境を形成して
いく。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市では高度地区の都市計画を決定をしている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令
都市計画法第77条の2
都市計画法第87条の2第7項

実施方法

妥当性

都市計画推進事業（都市計画課）

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15391001 － 007
都市計画審議会運営事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市計画審議会とは、都市計画法（昭和43年法律第100号）の規定にもとづき、本市の都市計画に関する事項について、市長の諮問
に応じて調査・審議することを目的に設置されるものです。「都市計画」はまちの将来の姿を決定するものであり、住民の生活にも大き
な影響を及ぼすものです。このため、都市計画の決定は行政の判断だけではなく、学識経験者、関係行政機関の職員、住民の代表
などにより構成される都市計画審議会の調査・審議を経ておこなわれることとなっております。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
審議会の委員報酬は、関東指定都市と比べ低水準であり、また、審議会の開催手法についても関係法令に則り適正に行っているが、委
員定数については、未検証であるため、引き続き適正な運営を図る中で、更なる効率的な運営を目指し検討を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市、大宮市、与野市　）・　　　　　　　年

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市計画情報を電子化し、情報提供を行っている業務はほかにない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
さいたま市では、年間約６，０００棟の建物が建築されるほか、道路の開通などにより実態と地図上の表現の差異が発生する。地形図の更
新を行わずに放置しておくと、誤った情報のもとに市民が活動を行ったり、市が施策の判断を行いかねない。このような状態を防ぎ、より
正確な情報を提供していくため、引き続き効果を検証し、利便性の向上に努めながら情報を提供していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都市計画に関する照会への対応を容易にするほか、インターネットを通じて
情報提供を実施しており、利便性の高い事業である。

左記として判断した根拠

必要な部分について民間委託を行っている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市の地形図の更新や都市計画に関する情報をシステムとして整備することで、都市計画に関する照会を円滑に行うほか、イン
ターネットを通じて、窓口を訪れることなく、閉庁時にも都市計画に関する情報を提供してます。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市計画情報システム事業

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15394401 － 000
都市計画情報システム事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

都市計画に関する情報提供を行うことは、建築行為などの市民の活動に必
要となるものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国や県、民間で情報を提供しているものはない。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市・川崎市・千葉市ともにインターネットによる都市計画に関する情報を
提供している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

屋外広告物法の規定により、政令市が条例を制定し、規制を行うこととされて
いる。また、許可事務や違反是正指導の実施は市が行うこととなっている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

屋外広告物法の規定による事業であるため、サービス水準は同等である。

有効性

根拠

景観に対する市民の意識・関心は高く、景観を構成する重要な要素である屋
外広告物を規制する必要がある。

5.その他（市民ボランティア団体との協働　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市屋外広告物条例

根拠法令

実施方法

妥当性

屋外広告物適正化推進事業

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15394901 － 000
屋外広告物適正化推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

良好な景観を形成するため、屋外広告物法及びさいたま市屋外広告物条例に基づき、以下の事業を実施します。
①屋外広告物の表示等の許可事務及び屋外広告業登録事務、②違反広告物の簡易除却、是正指導及び屋外広告物適性化キャン
ペーンの実施、③違反広告物ボランティア撤去団体の活動支援

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
職員、民間委託、市民ボランティアそれぞれの活動範囲や特性を生かし、効率的に違反広告物簡易除却を実施してきたが、市民ニーズ
や関心は高く、より一層の効果を期待されることから、更なるボランティアの拡充などにより費用対効果を高めながら事業の推進を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

職員、民間委託、市民ボランティアそれぞれの活動範囲や特性を生かした違
反広告物除却体制の整備により、効率的に違反広告物簡易除却を実施して
いる。

左記として判断した根拠

民間委託を実施している。また、市民ボランティアによる違反広告物簡易除
却も実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

屋外広告物に関する規定が他にはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

震災発生の際、復興における行動指針等の方針を策定するものであり、費用
対効果は満たしている。

左記として判断した根拠

被害想定などの分析等、民間活力の活用は可能である。

　事務改善

関東指定都市すべてで、同様の内容を検討している。

大規模な災害が発生したときに起こり得る被害を防止・軽減するため、復興時における行動指針等の方針を策定し、今後さいたま市
が目指すべき災害に強い集約型都市構造の実現を目指すものです。

震災発生の際、復興における行動指針等の方針を策定するものであり、必要
であると考える。

左記として判断した根拠

本市に関する行動指針等であるため市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　平成１８年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

都市環境改善推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

都市環境改善推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15395101 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地域防災計画などの類似計画はあるが、震災復興時における都市計画や行
動指針等に特化した計画はなく、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
首都直下地震の発生が懸念されているなかで、災害に強いまちづくりを実現するため、職員による情報収集や体系的整理が整った段階
である。今後、専門家やコンサルなどの民間活力を活用しながら、実体験を踏まえた調査や専門的な検討・意見を参考に行動指針等の
策定に取り組む。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
引き続き、景観計画に沿った誘導を継続するとともに、地域における優れた景観形成を目指す自主的な団体の育成や特定な景観形成
の基準を定めた景観形成特定地区の指定を拡充し、優れた都市景観の形成を推進する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市景観形成に関する規定が他にない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15395201 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

都市景観形成推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

都市景観形成推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　１３　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市、大宮市、与野市　）・　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

優れた都市景観を形成することにより、快適な都市環境の実現を図り市民文
化の向上に寄与するものであるため。

左記として判断した根拠

国や県では、景観に関する啓発事業を行っているが、景観形成の実効性は
低く、市域の優れた都市景観を形成するためには、景観行政団体となる市が
実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

景観計画（誘導基準）に沿った助言・誘導を継続して実施することで、優れた
都市景観形成への実効性を高めている。

左記として判断した根拠

委託可能な部分については、民間委託を行っている。

　事務改善

景観に対する関心は高まっており、他の関東指定都市すべてにおいて、景
観形成を推進・強化する方向で実施している。

条例に基づき一定規模以上の建築物、工作物等の建築等の行為を行なう際に届出を義務付け、優れた景観形成の誘導を行う。さい
たま市美しいまちづくり条例が全部改正されたことで、平成22年10月1日から施行されるさいたま市景観条例では、届出対象の区域を
商業地域等の限られた区域から市全域を対象とし、景観形成の誘導を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市における都市計画道路ネットワークの見直しであるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他都市においても都市計画道路の見直し検討を行っている。

有効性

根拠

都市計画道路は、市民生活に直結するものであり、必要性の見直しを図った
上で、効率的で最適な道路ネットワークの構築は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　都市計画課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

都市計画推進事業（都市施設課）

048-829-1400責任者 問い合わせ先関　成樹

コード 15390801 － 000
都市計画推進事業（都市施設課）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市計画道路の計画や変更に関する調査・分析・評価などを行い効率的で最適な道路ネットワークの構築を推進します。
また、都市計画道路の整備を円滑に行うための指導等を行います。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
都市計画道路の円滑な整備を行うとともに、社会情勢の変化に対応した持続的な都市の構築のため、都市計画道路の見直しへの要望
は多い。こうした背景のもと、都市計画道路の分析、評価、調査などを実施し、効率的な道路ネットワーク構築を推進していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都市計画道路の見直しを行うことで、今までの建築規制を適正に行うことがで
きる。

左記として判断した根拠

必要な部分について民間委託を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市計画道路の見直しを行う事業であり、類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

将来予想される交通需要に対する交通体系の確立を図るとともに、自動車か
ら公共交通への利用転換を働きかけ、都心部等における自動車交通の利用
低減を促進するなど市が主体となって実施する必要性が高い。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他都市においても、総合都市交通体系マスタープラン等に基づき、過度に自
動車に依存しない交通体系に向けた取り組みを推進している。

有効性

根拠

将来の交通需要に応じた交通ネットワークの構築に向け、過度な自動車依存
からの脱却や公共交通の利用促進施策を検討するものであり、市民生活に
密接な交通計画であることから、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

道路法第５６条

根拠法令

実施方法

妥当性

交通政策事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 15394101 － 001
さいたま市都市交通戦略策定・新交通システム等検討調査業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市総合都市交通体系マスタープランや各種部門別計画で示した交通関連施策について、時間管理概念を導入し、長期的視
点を踏まえつつ、短期・中期で実施する必要がある施策のパッケージ化を図るとともに、事業評価を行いながら定期的見直しを図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 当該検討調査業務は平成21年度から22年度までの事業であり、平成23年度以降は事業の進行管理を実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

将来の交通需要に対応する交通施策を検討する事業であり、市民生活に密
着する公共交通の利便性向上などに寄与するため、費用対効果は高い。

左記として判断した根拠

当該事業は、専門的見地からの考察やデータ分析等が伴うため、調査業務
としてコンサルタントに委託発注している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

短期・中期で実施するハード及びソフト施策のパッケージ化、目標達成型の
事業評価を行うための調査であり、他課において同様な調査は行っていな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
当該業務は広域都市圏において、国土交通省関東地方整備局を中心に、１都４県5政令市（平成２２年５月から）及び関連諸機関で協
議会を設置し、業務計画の立案や協議検討を実施しており、平成２３年度からは物資流動の調査検討を行う予定である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市計画の基礎となるデータを分析するもので、他課において同様の調査は
行っていない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15394101 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

道路法第５６条

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

交通政策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

東京都市圏人流・物流調査業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成15年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市の交通計画の根幹となる広域交通計画を検討するものであり、市民にとっ
ても欠かせない事業である。

左記として判断した根拠

広域都市圏における調査研究・企画立案を共同で実施するとともに、国・都
県・市での役割分担を明確にして事業を実施しており、市が実施する必要性
が高い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

交通計画の指標のほか、荷捌き車両による駅前の渋滞を緩和する計画資料
や新型インフルエンザなどの感染の広がりの予測、大震災時の帰宅支援対
策等、危機管理の際などにも活用されるため、費用対効果は高い。

左記として判断した根拠

当該事業推進のためのデータ集積や解析業務について、コンサルタントへ委
託発注している。

　事務改善

広域都市圏における調査研究・企画立案を共同で実施するとともに、国・都
県・市での役割分担を明確にして事業を実施している。

東京都市圏交通計画協議会に参加し、パーソントリップ調査や物流調査を実施するなど、東京都市圏における広域都市圏での望ま
しい将来道路網や交通体系の調査研究･企画立案を行う。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

マイカーから環境にやさしい公共交通等への利用転換を促すため、街中に
おける車の使い方を考えるきっかけづくりを行う啓発事業であり、市が積極的
に情報発信する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他都市においても、交通需要マネジメントの一環として取組んでいる。

有効性

根拠

自動車に過度に依存しない交通体系の実現に向け、車に頼らなくても日常
生活に支障がないこと、交通・環境問題などを考える日として、広く市民へ啓
発できることから、事業の必要性は高い。

5.その他（NPO団体等との協働事業）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

交通政策事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 15394101 － 003
さいたまカーフリーデー実施業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市総合都市交通体系マスタープランに基づき、自動車に過度に依存しない交通体系の実現に向け、交通需要マネジメント施
策の一環として、街中における車の使い方を考えるきっかけづくりを行うため、産学官民協働の実行委員会による企画・運営を行い、
通行止めにした道路空間の利活用などを通じた市民啓発イベントの実施やシンポジウム等を開催する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
公共交通や自転車・徒歩の利用をさらに促進するためには、毎年１回のイベントだけではなく、年間を通じて協議・検討・実施する仕組
みづくりが必要であり、市がサポートしながら市民活動団体等を主体とした企画立案や取組みへと転換していくことが望ましい。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当該事業を通じて、産学官民の連携が図れ、年間を通じて取り組みを行う仕
組みをつくることについて意識が高まっている。

左記として判断した根拠

今後もマイカーから環境にやさしい公共交通等への利用転換を促すため、継
続的な情報発信のほか、年間を通じた啓発活動を行う必要があり、民間活力
を積極的に活用する必要がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

環境の視点で実施している他課の自動車利用削減等の事業との統合は可能
であると考えられる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成19年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

埼玉新都市交通株式会社の経営自立に関する協定（平成１９年３月２７日）に
基づき、県及び２市１町が車両購入費を補助することになっている。負担割合
によって本市は１／１２を補助している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

「千葉都市モノレール株式会社（第３セクター）」に対し、千葉県、千葉市が公
的支援を行っている。

有効性

根拠

埼玉新都市交通株式会社への支援は同社の経営健全化に向けた事業であ
り、市民はもとより上尾市や伊奈町の沿線住民の交通利便性の向上に寄与し
ている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

交通政策事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 15394101 － 004
埼玉新都市交通株式会社車両購入費補助

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

同社は県、ＪＲ、沿線自治体（大宮市・上尾市・伊奈町）による第三セクター方式で昭和５８年に開業した。開業当初の負債をかかえ
経営状況は思わしくなく、昭和６２年から平成１８年までの２０年間において土地・施設使用料の軽減及び車両購入費の支援を行って
きた。その間、単年度収支は黒字に転換し、平成１７年度時点で累積赤字は１１億程度となったが、施設の老朽化、車両更新、バリア
フリー化など新たな課題が発生したため、平成１９年度から３８年度までの２０年間、経営支援を更新することになった。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

埼玉新都市交通株式会社の経営自立に関する協定に基づき、平成１９年度から３８年度までの２０年間、同社の車両購入費の１／１２に
ついては債務負担行為を設定している。
車両購入にあたり、製造メーカーに対して車両の安全性確保を優先しながらも、塗装面積の縮小などコストダウンを働きかけているが、車
両製造費の多くを占める鋼材価格の変動により価格は上下することがある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

「鉄道博物館駅」の開業や沿線の宅地開発に伴う人口増加により、利用者が
増加しているため、会社の累積赤字の解消が進んでいる。

左記として判断した根拠

本市は同社の株主として、埼玉新都市交通株式会社の経営自立に関する協
定（平成１９年３月２７日）に基づき、経営を支援しているものであり、株主以外
の民間による支援は不可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課において同様の事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・昭和６２年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 平成22年度に実施予定の社会実験の結果を踏まえ、コミュニティサイクルの本格導入に向けたシステム整備を行なう。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

コミュニティサイクルに関する施策、計画に関する事業は他課で実施していな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15390801 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

都市計画推進事業（都市施設課）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

コミュニティサイクル推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

中心市街地における道路渋滞等に影響を受けない移動手段であるとともに、
環境にやさしい自転車は市民生活に密着した都市交通である。

左記として判断した根拠

市内における自転車の利用環境の構築や安全性の確保等について、市が
実施する事業としての必要性は高い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

コミュニティサイクルを導入することにより、都市部の渋滞を緩和するだけでな
く、C02の削減に寄与するものであり、市民にとって良好な環境を提供するこ
とができる。

左記として判断した根拠

コミュニティサイクルの本格導入に際しては、民間委託等により実施する予定
である。

　事務改善

導入都市：横浜市

環境にやさしい移動手段の一つとして自転車利用の促進を図るとともに、特に都心部における都市交通としての地位確保や自転車
利用環境の向上を目指し調査研究を行なう。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市の地区特性や駐車需要を反映させた駐車施策を推進する必要があるた
め、市が主体となって実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市、川崎市、横浜市においても駐車場整備計画を制定している。計画の
目標年次を迎えるにあたり、横浜市では更新に向けた調査・検討を実施して
いる。

有効性

根拠

将来のまちづくりと整合した駐車場施策を行うことは、魅力ある中心市街地の
形成に資するものであり、都心部における交通渋滞の緩和等、健全な交通環
境を維持する上で必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

都市計画推進事業（都市施設課）

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 15390801 － 002
駐車場整備計画事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「駐車場整備地区」を平成13年に都市計画決定し、官民が一体となり中心市街地の駐車場整備に努めてきたが、計画の目標年次が
平成22年となっていることから、現状を把握するとともに土地利用に合った駐車施策について検討を行う必要がある。また、「建築物駐
車施設の附置等に関する条例」により、一定以上の建築物を建築する建築主に対し駐車施設の設置を義務付けている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
これまでの量的整備を中心とした駐車場施策から、自動車に過度に依存しない交通体系の実現に向けた施策展開を行うため、現況の
収容台数や利用実態等の調査を実施する。調査をもとに駐車場整備計画の検証・更新を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

附置義務条例により、市内に店舗等集客施設が建築される際に駐車場が確
保されることで、路上駐車による交通渋滞を防止し良好な交通環境の維持に
寄与している。

左記として判断した根拠

過年度において、調査及び計画立案に際しては、専門的知識を有することか
ら、コンサルタントへ委託発注をしている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

駐車場整備に関する施策、計画に関する事業は他課で実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市、浦和市）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

カーナビによる情報提供については、民間事業者からも駐車場の位置に関
する情報提供は行っているが、満空情報を発信できるのは行政のみであるた
め、市が実施するべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市、横浜市では、一部の案内板の電光表示を休止し固定式の看板にし
ている。また、横浜市においてIT化案内システムを運用している。

有効性

根拠

駐車場の位置や満空情報を提供することで、路上駐車や駐車待ち車両等に
よる渋滞の緩和を図るものであり、良好な環境を維持するために必要な事業
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

駐車場案内システム整備計画事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 15393601 － 000
駐車場案内システム整備計画事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

不特定多数の交通が錯綜する都心部において、駐車場の満空情報を提供するとともに駐車場への効率的な誘導を行うことにより、路
上駐車や駐車待ち車両等による交通混雑・渋滞等の緩和を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
平成21年度に実施したアンケート調査により、駐車場案内システムの必要性は高いとの結果が出たが、案内板の維持管理経費を縮減
する必要がある。システムを無線化しコントロールセンターを廃止することにより縮減される維持管理経費と、無線化を実施するために要
する費用とを明確にした上で、平成22年度中に比較検討を行う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都心部駐車場の満空情報を提供することで、駐車場を探すうろつき交通によ
る、交通渋滞や排気ガス放出の低減に寄与している。

左記として判断した根拠

ITシステム導入により、専用サーバーは民間のシステムを賃借している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課では駐車場情報の提供に関する事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成15年度県から移譲）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

交通バリアフリー法の基本方針では、鉄道駅のバリアフリー化の目標期限は平成２２年末と定められている。
本市においては、３つの駅（北浦和駅・東大宮駅・南浦和駅）が未整備となっていて、現在、鉄道事業者であるJR東日本と、支障物の移
転先や建築基準法の遡及による負担割合などの課題解決に向けた協議・調整を行っている。
また、同法に基づき、本市では「交通バリアフリー基本構想」を定めており、１日あたりの利用者数が５千人未満のシャトル駅もバリアフリー
化する対象にしているため、事業は継続していく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課において同様の事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15394201 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

財産貸付収入（埼玉新都市交通㈱駅舎）

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

交通バリアフリー推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

交通バリアフリー推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成16年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

本市では、バリアフリー基本構想のなかで、5千人／日未満の駅も対象として
駅のバリアフリー化を図ることにしており、高齢者や障がい者など交通弱者の
移動円滑化を図るもので市民に必要な事業といえる。

左記として判断した根拠

法に基づき、自治体の役割として、改札内エレベーター等整備を行う鉄道事
業者への補助、改札外エレベーター等の整備を自ら整備することになってい
る。

5.その他（委託料・補助金）4.補助金

　　有

⇒ ク

駅は主要な交通結節点であり、市民の利用頻度が多い施設における移動円
滑化が図られるので、費用対効果を満たしている事業といえる。

左記として判断した根拠

駅改札外のバリアフリー化は市が整備することになっているが、技術的・専門
的な設計・工事であるため、鉄道事業者と協定を締結し業務を委託すること
を基本としている。（改札内は鉄道事業者が自ら整備する。）

　事務改善

本市のバリアフリー基本構想では、５千人／日未満の駅もバリアフリー化の対
象にしている。

（１）交通バリアフリー法に基づく市内各駅（５千人／日）の改札外エレベーター等の整備及び鉄道事業者による改札内エレベーター
等設置費の補助（２）さいたま市交通バリアフリー基本構想に基づく埼玉新都市交通（５千人／日未満）のエレベーター等の整備（３）
駅周辺地区のバリアフリー化推進事業の進行管理・ソフト施策の展開及び交通バリアフリー専門部会等を通じた高齢者・障がい者な
ど当事者への情報提供や事業者との意見交換

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

平成２１年８月に、学識経験者、市民代表、バス・タクシー事業者、行政で組織した「コミュニティバス等検討委員会」を設置し、（１）市民
が主体となり検討する体制を明確にする（２）導入コンセプトやサービス方針を明確にする（３）費用対効果を念頭に、運行の導入・改善・
廃止に関する基準を明確にするという目的で、「コミュニティバス等導入ガイドライン」の素案を作成した。平成２２年度はこのガイドライン
素案内容について、（１）土曜運行（２）延伸運行（３）乗合タクシー導入の３つの実証実験を実施・検証して、年度内にガイドラインを策定
することを目指している。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課において同様の事業は実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15394501 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

バス路線マップ及びコミュニティバスリーフレットの広告掲載料

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

バス対策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市内路線バス・コミュニティバス整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成15年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

当事業の目的（高齢者等の外出機会の創出と移動手段の確保）を達成する
ことは、市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

路線バスの利用促進事業費の補助は国との協調補助である。本市の交通空
白地区や不便地区を解消する交通手段であるコミュニティバスの運行は市が
実施すべき事業である。

5.その他（　            　）4.補助金

　　有

⇒ ク

運行開始以来、まちづくりの進展や市民要望にあわせ、路線の見直しを行っ
てきたが、路線の延長は運行経費を増額させるため、１人あたりの補助金額
を増加させる一因となっている。

左記として判断した根拠

事業主体は市であるが、運行主体は民間の路線バス事業者となっている。

　事務改善

市営バスを運行している指定都市ではサービス水準を民間バス事業者以上
に設定しているケースが多い。（例として１００円運賃、シルバー運賃など）

高齢者等の外出機会の創出と移動手段の確保を目的に、過度の自動車利用から脱却し、運搬能力に優れ環境負荷が少ない公共交
通網を整備する。
とりわけ、利用しやすいバス交通を実現することにより、バス利用者の増加、バス路線の維持・拡充を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　大宮駅西口に既存の市営自転車駐車場はあるが、利用者の動線や必要台
数を考えると現在地の直近に配置する必要があり統合できない。また、浦和
駅に関しても同様である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　定期利用者の予約待ちの解消や現状の維持、放置自転車対策の一環等の効果が得られる。また、大宮駅西口自転車駐車場の再整
備では、施設の環境改善がされ、サービスの向上が図られる。現行の整備計画に従い建設工事を平成２３年度に完了予定である。また、
高砂第１・２の移転に伴う仮設工事は、平成２２年度に完了予定である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　２箇所の自転車駐車場の利用状況は満車で定期利用者の予約待ち状態
である。この状況の解消や現状の維持をする効果がある。また、放置自転車
対策の一環としての効果もある。

左記として判断した根拠

　大宮駅西口自転車駐車場の再整備後は指定管理者による管理運営によ
り、サービスの向上と合わせ経費の削減を目指す。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

大宮駅西口自転車駐車場再整備及び高砂第１・２自転車駐車場の移転に伴う（仮設）自転車駐車場のための建設工事等を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

自転車駐車場整備事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03261501 － 000
自転車駐車場整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

国庫支出金（社会資本整備総合交付金）、市債

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　通勤、通学、買い物等の市民利用需要が高い地域であり自転車法の主旨
に基づいた事業でもあり、必要性がある。大宮駅西口及び浦和駅周辺の放
置自転車の対策的にも必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市営自転車駐車場の再整備や移転に伴う仮設工事であり既存施設の代替
であり、市がその責務を負っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の地方公共団体も市営自転車駐車場を整備している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・浦和市・与野市）昭和４９年度）

1.全部直営 2.一部委託

料金の見直しや利用率の向上により納付金の確保は可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市営自転車駐車場の管理運営は市の責務で行っている。また、一方で都
市整備公社の管理運営で行っている自転車駐車場もあるが運営方法の違い
や地域ごとの必要性もあり、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　管理運営については、引き続き指定管理者制度を活用し、収支、利用率、利用者サービスの向上などを図りながら、民間料金や地域
性、施設状況の違い等を鑑み料金の見直しを検討する。また、さいたま市都市整備公社への用地貸付契約のあり方を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

指定管理者より納付金の納入があり管理運営費面で費用対効果は満たされ
ている。

左記として判断した根拠

平成１８年度より、指定管理者制度を導入している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市内に設置されている市営自転車駐車場等の管理運営を行う

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

自転車駐車場管理事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03261601 － 000
自転車駐車場管理事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

指定管理者納付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　通勤、通学、買い物等で自転車を利用する市民の利便性に供し、自転車法
の主旨に基づき設置した市営自転車駐車場等を管理する必要がある。また、
放置自転車対策の一環としても必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市営自転車駐車場の管理運営は市の責務であり、指定管理者による管理
を行っている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各指定都市においても自治体が設置した市営自転車駐車場の管理を民間
委託や指定管理者制度で行っている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

指定管理者より納付金の納付があり管理運営費面で費用対効果を満たして
いる。

左記として判断した根拠

平成１８年度より、指定管理者制度を導入している。

　事務改善

　各指定都市においても自治体が設置した市営自動車駐車場の管理を民間
委託や指定管理者制度で行っている。

 市内に設置されている市営桜木駐車場、北浦和臨時駐車場、武蔵浦和駅東駐車場、岩槻駅東口公共駐車場及び浦和駅東口駐車
場の管理運営を行う。

　公共施設、買い物、クリニック等への自動車を利用する市民の利便性に供
し、駐車場法の主旨に基づき設置した市営自動車駐車場を管理する必要が
ある。また、違法駐車・交通渋滞対策の一環としても必要な事業である。

左記として判断した根拠

　民間駐車場もあるが、再開発事業で設置した市営自動車駐車場は特に公
共施設が併設されているため公共性が高く、管理運営するのは市の責務で
あり必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・昭和55年度）

3.全部委託

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫所管部署 都市局　都市交通課

自動車駐車場管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

自動車駐車場管理事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

指定管理者納付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03261801 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　管理運営については、引き続き指定管理者制度及び業務委託を活用し、収支、利用率、利用者サービスの向上などを図っていく必要
がある。また、利用率の向上の一環として定期利用対象駐車場の拡大を図る。
　北浦和臨時駐車場は、運営等のあり方検討の中で、駐車場の一部用地の賃貸借等を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市営北与野駅北口地下駐車場の円滑な運営のためには一般会計から特
別会計への繰出金が必要であるため、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　横浜市及び相模原市では、駐車場管理事業を特別会計で実施している
が、駐車場運営に関して、一般会計から特別会計への繰り出しはしていな
い。

有効性

根拠

　市営北与野駅北口地下駐車場の円滑な運営のためには一般会計から特
別会計への繰出金が必要であり、そのことが市民の利便性の確保につながる
ため、必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

北与野駅北口地下駐車場事業特別会計繰出金

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03262401 － 000
北与野駅北口地下駐車場事業特別会計繰出金

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市営北与野駅北口地下駐車場の事業運営及び償還金の返還のために支出する

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　さいたま市営北与野駅北口地下駐車場事業の建設費の償還完了が平成２３年度であり、平成２４年度以降に他の市営駐車場と同様一
般会計に一本化するため、繰出金も終了する予定である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　一般会計から特別会計への繰出金により、円滑な駐車場運営をしている。

左記として判断した根拠

　一般会計から特別会計への繰出金のため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　特別会計で管理をしている市営駐車場が、他にはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市）・平成３年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ キ

一般会計からの繰入金による補填がなければ運営できない。

左記として判断した根拠

管理運営を委託済み。

　事務改善

　各指定都市においても自治体が設置した市営自動車駐車場の管理を民間
委託や指定管理者制度で行っている。

　平成２２年度より、市営北与野駅北口地下駐車場の管理運営を業務委託で行う。（建設費の償還金の返済を行う）

　公共施設、買い物等への自動車を利用する市民の利便性に供し、道路法
の主旨に基づき設置した市営自動車駐車場を管理する必要がある。また、北
与野駅周辺の違法駐車・交通渋滞対策の一環としても必要な事業である。

左記として判断した根拠

民間駐車場もあるが、　北与野駅北口再開発事業により整備された、市営北
与野駅北口地下駐車場を管理運営するのは市の責務であり必要な事業であ
る。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（与野市）・平成４年度）

3.全部委託

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫所管部署 都市局　都市交通課

さいたま市営北与野駅北口地下駐車場事業特別会計

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

さいたま市営北与野駅北口地下駐車場事業特別会計

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

料金収入及び一般会計繰入金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 16000000 － 001

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　さいたま市営北与野駅北口地下駐車場の建設費の償還金の返済が平成２３年度に完了する予定である。これに伴い、さいたま市営北
与野駅北口地下駐車場事業特別会計条例を廃止し、北与野駅北口地下駐車場についても他の市営駐車場と同様に、一般会計の自動
車駐車場管理事業の中に組み入れを検討する。また、収益改善のための施設改修等を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、市が実施する放置自転車対
策事業に伴う必要な業務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　本業務は、放置自転車対策事業の実施に伴う必要な管理業務として各指
定都市においても、同様に行われているものである。

有効性

根拠

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、自転車等の放置による市民
の生活環境の障害を防止し、その良好な環境の保持を図るために行う放置
自転車対策事業の実施に伴う必要な業務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

放置自転車対策事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03262001 － 001
放置自転車対策事業実施管理業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

  さいたま市自転車等放置防止条例に基づく自転車の放置防止に係る警告及び指導並びに撤去及び返還に関する各業務並び
にそれらの業務に関連・付随する業務を円滑に実施するための管理業務等である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　年間約9,800件にも及ぶ放置自転車の撤去等に係る問い合わせ、苦情等が車両対策事務所に寄せられ、通常5人の職員で応対し
ているが、１人当たり１日約50分程度の対応を迫られており、苦情処理業務が当事務所の最も比重の高い業務になっている。
　今後、再任用職員やコールセンターの活用等により、問い合わせ、苦情等への対応の充実と効率化に向けた検討を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　本業務により、放置自転車対策に係る警告・指導、撤去及び返還の各業
務が円滑に実施できている。

左記として判断した根拠

　本業務は、行政事務に係る職員の判断・意思決定及びそれに付随する業
務が中心であり、可能な部分は、民間委託しているが、問い合わせ等への
応対業務の一部は、コールセンター等への委託は検討可能である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・S57年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　 大宮駅、浦和駅、武蔵浦和駅等の主要な駅の周辺では、日曜及び祝日を含めて買い物客等に対する自転車等の放置防止指導の強
化を求める市民の要望が強くなっていることから、今後、自転車の放置防止に係る警告・指導要員の増員、配置時間の延長等を含め、
自転車等の放置防止対策の強化を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03262001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

放置自転車対策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

放置自転車警告指導事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・S57年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　路上の放置自転車等により、一般市民をはじめ、特に車いす利用者や視覚
障害者は安全な通行を阻害されており、火災、救急等の緊急車両の運行に
も障害となるなど、市民の安全を図るため、その必要性は高い。

左記として判断した根拠

　自転車対策法（通称）により、自転車等の放置防止対策に係る事業の主体
は、市町村とされており、市が実施する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

　自転車駐車場への案内誘導を中心とした警告･指導は、自転車等の放置
防止に向けた市民の協力を得る方法としてかなり有効に機能している。

左記として判断した根拠

　旧市の４地区を単位として、放置禁止区域における自転車等の放置防止に
係る警告・指導の業務を民間委託している。

　事務改善

　さいたま市では、原則、平日及び土曜の午前8時から午後2時までの間、警
告・指導を実施しているが、関東指定都市では、平日及び土曜のより長い時
間及び日曜・祝日を含めて警告・指導を実施している場合もある。

  　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、道路、駅前広場等の公共の場所における自転車等の放置による交通の障害を除去
し、生活環境の保全を図るため、業務委託により警告指導員を配置し、自転車等の放置に係る警告及び指導を行うものである。
 　なお、警告業務は、同条例による放置自転車の撤去を行う場合に必要な手続である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　自転車対策法（通称）により、当該事業の主体は、国・県ではなく、市町村と
されており、行政上の即時強制を伴うことから、市が実施する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　土日祝日も含め毎日撤去を実施している都市もあるが、さいたま市では、平
日の午前のみ、地区の実情に合わせ、毎日又は週２・３回程度、撤去を実施
している。

有効性

根拠

　路上の放置自転車等により、一般市民をはじめ、特に車いす利用者や視覚
障害者は安全な通行を阻害されており、火災、救急等の緊急車両の運行に
も障害となるなど、市民の安全を図るため、その必要性は高い。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

　さいたま市自転車等放置防止条例

根拠法令

実施方法

妥当性

放置自転車対策事業

048-652-8812責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03262001 － 003
放置自転車撤去事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　 さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、道路、駅前広場等の公共の場所における自転車等の放置による交通の障害を除去
し、住民の生活環境の保全を図るため、放置禁止区域を指定し、同区域に放置された自転車等を必要な限度において撤去するもの
である。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　旧市からの撤去方法の沿革や自転車保管所の収容能力の問題等から、地区において自転車の撤去方法等が統一されていない部分
があり、また、主要な駅周辺で放置自転車の撤去の強化を求める市民の要望が高まっていることから、当面は、放置防止指導の充実に
よる放置防止対策の強化を図ることとするが、今後、状況を見ながら、放置自転車の撤去の有り方について検討を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　放置自転車の撤去により、道路の安全な通行の確保及び生活環境の保全
が図られている。

左記として判断した根拠

　旧市４地区を単位として、放置自転車の撤去業務を民間委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

　放置自転車の撤去手数料として、1台1,000円の手数料を徴収している。
　関東指定都市等の状況を参考にしながら、受益者負担のあり方の検討を含
め、市の他の諸手数料の改定と合わせて見直しを行うことは可能である。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・S57年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　自転車保管所における自転車の返還業務は、民間業者に委託しており、今後も業務改善に努めながら、現行の委託方法による返還
業務を継続していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03262001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

放置自転車対策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

放置自転車返還事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・S57年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、撤去された自転車を当該利
用者に返還するために必要な業務である。

左記として判断した根拠

　さいたま市自転車等放置防止条例に基づき、市が撤去した自転車を当該
利用者に返還するもので、市が実施すべき業務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

　当該所有者に撤去自転車の返還ができるようになっている。

左記として判断した根拠

　４箇所の自転車保管所において、自転車の返還業務を民間委託している。

　事務改善

　旧市の地区を単位として４つの自転車保管所を設け、年末年始を除き、毎
日午前９時から午後５時まで、自転車の引取りの受付を行っている。なお、午
後５時以降の夜間受付を行っている都市の例もある。

  自転車等放置防止条例に基づき、撤去された自転車を自転車の保管所で一時保管し、所有者に返還する業務である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市道の管理は、市が行うところであり、当該所有者が判明した場合は、撤去
要請を行うが、所有者が不明又は所在不明の場合、他に当該放置自動車の
撤去等を行うものがなく、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各指定都市では、　「交通上の障害になっている路上放置車両の処理方法
について」（厚生省衛環第１１５号）のほか、条例を制定するなどして、関係部
局で放置自動車の撤去を行っている。

有効性

根拠

　市道に長期間放置された自動車が、交通の障害になるとともに、近隣の生
活環境の悪化をもたらすことから、住民の良好な生活環境の保全を図るため
に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 　

実施方法

妥当性

放置自転車対策事業

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

コード 03262001 － 005
放置自動車撤去事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市道に長期間放置された自動車を警察等の協議を経て、廃棄物として撤去し、処分するものである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　放置自動車の撤去・処分に係る業務は、旧大宮市からの沿革により、都市交通課車両対策事務所で担当してきたものであるが、ここ数
年来、当事務所の処理件数も減少してきており、当該業務は、廃棄物処理法による廃棄物処理に係る業務及び道路法による道路管理
者の業務にも関係することから、業務の効率的な執行の観点から関係部局と協議して業務の移管に向けた見直しを行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　放置自動車の撤去・処分により、交通の障害が除去され、住民の生活環境
の保全を図られている。

左記として判断した根拠

　自動車リサイクル法に基づく有資格業者に放置自動車の撤去から処分まで
の一連の業務を民間委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

  道路管理部局において道路上の物件の除去等の業務が行われている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（大宮市））・ （    　  　　       年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

エ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

　市が整備費の一部を補助して民活による事業の拡充を図るため、平成22年4月１日にさいたま市自転車等駐車場補助金交付要綱を改
正し、補助対象者の市内居住要件の撤廃や、建物を伴わない駐輪施設を補助金の交付対象とするなど、活用しやすい補助金の交付要
綱に見直し等を行い、駐輪施設整備を「官から民へ」と更なる促進を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　他課において同様の事業は、実施していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03262001 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市交通課

放置自転車対策事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

民営自転車等駐車場整備費補助事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1050責任者 問い合わせ先遠山　敏夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市）・　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　市民利用の公共性の高い自転車駐車場の整備・充実が不可欠となってお
り、市が整備費の一部を補助して民活による事業の拡充を図る必要がある。

左記として判断した根拠

　放置自転車問題の解決の一環となる自転車駐車場の整備を、市が整備費
の一部を補助して民活による事業の促進を図る必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

　市が整備費の一部を補助して民活による自転車駐車場整備が図れることに
より、自転車利用の促進が図られ、放置自転車の削減が図られる。。

左記として判断した根拠

　補助制度そのものは、市の政策的事業であり、民間委託には馴染まない。

　事務改善

　関東指定都市では横浜市、相模原市において、同様な補助制度を設け、
民活による自転車等駐車場の整備促進を図っている。

　駅周辺における放置自転車対策の一環として、その受け皿となる自転車等駐車場の整備を促進するため、一定の要件を備える自
転車駐車場を整備しようとする者に対し、500万円を限度として、整備費の一部を補助するものである。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市公園については、市が設置者であり管理運営についても市が実施すべ
きものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市でも、民間の広場などの維持管理支援、都市公園の市民協
働による管理運営方法など同様な管理を行っている。

有効性

根拠

市民の憩いの場を創出する都市公園等のニーズは高く、都市公園を適正に
管理運営するためには、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

都市公園等管理事業

048－829-1420責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 15451001 － 001
都市公園等管理事業(管理運営業務）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

民間児童遊園の支援や市民協働による都市公園の維持管理、拡充にむけた未開設の公園予定地の管理に係る業務など、都市公園
等の適切な管理運営を行うための業務。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市民の憩いやレクリエーションの場の提供をするために、都市公園の充実・確保という観点から、自治会等の清掃活動などの市民協働を
実施している。また、民間児童遊園地の整備や管理の支援を行っている。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間児童遊園については市が支援をすることによって、市民の憩いの場や安
らぎの空間を確保できる。また、未開設公園予定地を適正に管理することに
よって、市民の安心・安全を図っている。

左記として判断した根拠

未開設の公園予定地の管理に係る業務は、民間へ委託している。また、民間
児童遊園については、自治会などで維持管理を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　都市公園の管理については指定管理者が行っているが、民間児童遊園に
ついては自治会等が管理運営を行っている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
公園の維持管理については、今後、長寿命化計画を策定し、計画的な改修事業の展開を図っていく。一方、より安心・安全性を追求し、
迅速に対応するためにも、区役所単位での維持管理や相談窓口の業務移管について検討する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

公園の維持管理業務や相談窓口を区役所単位で対応できるよう検討する必
要がある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15451001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

都市公園等管理事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

都市公園等管理事業（施設修繕）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1420責任者 問い合わせ先松本　行夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

公園利用者に公園施設を安心・安全に利用してもらうために不可欠な事業

左記として判断した根拠

公園設置者として当然行うべき事業

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

公園施設を適正に維持することで、より市民の安心・安全が確保されている。

左記として判断した根拠

修繕については、全て民間に委託済み。

　事務改善

現状は、関東指定都市のいずれの市も同様の修繕を行っている。

公園利用者の安心・安全を確保するため、プール等大規模公園施設の改修事業及び街区公園などの修繕業務。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市公園の管理運営は、指定管理者制度を活用している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても指定管理者制度を導入している。

有効性

根拠

市民の憩いの場を創出する都市公園等のニーズは高く、都市公園を適正に
管理運営を行うためには、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

都市公園等管理事業

048－820-1420責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 15451001 － 003
都市公園等管理事業（都市公園の管理運営業務）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

都市公園の利便性の向上のため、管理運営については指定管理者制度を導入している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
平成25年度以降の指定管理者は、全公園を公募で選定することとしている。今後は、より公平性を保つために、利用料金の平準化を図
るため、全市の体育館などの類似施設と整合を図るための検討をしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

公園の管理運営に指定管理者制度を導入することで公園利用者の安心・安
全及び利便性が確保されている。

左記として判断した根拠

全ての都市公園において指定管理者制度を導入している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

使用料については市全体の利用料金を見直す際に検討する必要がある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

運動施設としての区分で体育館等との管理統合について検討の余地があ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　平成１８年度　　）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

58



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 与野中央公園、（仮称）岩槻南辻公園の用地取得に伴い、平成２１年度借入分の公共用地取得事業償還のため、繰出金を支出する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他に用地繰出事業があるが、当該事業による繰出のため統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15398101 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

用地先行取得特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

与野中央公園・（仮称）岩槻南辻公園における元利償還に係る事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市民の憩いの場を創出する都市公園事業用地として、必要な土地を取得し
た。

左記として判断した根拠

都市公園については、市が設置するものであり、公園の適正配置に向けた用
地取得事業。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

市民の憩いの場を創出する場として、また、防災拠点としても利用できる当該
公園については安心・安全の観点からも市民に寄与できる。

左記として判断した根拠

用地先行取得事業特別会計への繰出金のため。

　事務改善

市が設置する都市公園の整備事業として、防災公園の位置づけのある与野中央公園や、（仮称）岩槻南辻公園の用地を取得するた
め、繰出金を支出した。（与野中央公園　9,634.35㎡　（仮称）岩槻南辻公園　31,155.50㎡）

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市公園については、市が設置するものであり、市民に公平に憩いやレクリ
エーションの場である公園を適正に配置すべきものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

一人当たり公園面積は、横浜市４．７㎡、川崎市３．７㎡、千葉市８．９㎡、相
模原市３．５８㎡で本市の、一人当たり公園面積は、５．１㎡で関東地方の指
定都市の水準を超えている。

有効性

根拠

市民の憩いやレクリエーションの場を創出する都市公園等のニーズは高く、
都市公園を適正に配置することは、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

都市公園等整備事業

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 15453001 － 001
都市公園等整備事業（緑の核づくり公園整備）

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市民の憩いやレクリエーションの場となる都市公園の適正な配置・整備に向け、公園の不足する地域を重点に、歩いて行ける身近な
公園の整備を進め、身近な公園整備率を平成２５年度末までに、８８．２％を目標とする。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　都市公園整備については、市民ニーズが高いことから、これまでより更なる整備スピードが要求される。都市公園の不足する地域を重
点に、身近な公園整備を進め、公園空白区域の整備を優先する一方で、更なる、社会資本整備総合交付金などの財源確保に努め公共
用地の未利用地や民有地を活用した公園整備も進めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民の都市公園の設置に対するニーズは高く、都市公園を適正に配置・整
備することによって、市民の憩いやレクリエーションの場を創出している。

左記として判断した根拠

公園の設計業務などは、民間に委託（発注）している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市の指定緑地が類似事業ではあるが、整備の目的や関連する法令の違いが
あり統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現在、当公園の整備率は全体面積の約５０％である。他の大規模公園全体の整備スケジュールを勘案しつつ、社会資本整備総合交付
金等の財源確保の拡大を図り、具現化できるスケジュールの調整をする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当公園は、個別事業のため類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15453001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

都市公園等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

秋葉の森総合公園整備事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

当公園は、スポーツ及び自然観察、バーベキューなど市民の憩いと潤いの場
として、ニーズは高く、市民にとって必要な事業である。

左記として判断した根拠

緑の基本計画において荒川水系の自然公園及びスポーツレジャーに親しめ
る公園として位置づけられ、都市計画区域内に整備することから、市が実施
する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

当公園を整備することで、絶滅危惧種の自然観察や市民の潤い及びレ
ジャー・スポーツなどの場として活用されている。

左記として判断した根拠

公園の設計業務などは、民間に委託（発注）している。

　事務改善

当公園の同規模である総合公園は、横浜市15箇所261ha、川崎市4箇所
151ha、千葉市5箇所217ha、相模原市4箇所42haで本市の総合公園は、11
箇所81haで関東地方の指定都市の同レベル以下の水準。

社会資本交付金等の国庫補助金導入が考えられる。

緑に囲まれた良好な自然環境の中で、気軽にスポーツやレジャー、自然とふれあう活動などが楽しめる施設を整備します。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市公園については、市が設置するものであり、市民に憩いやレクリエーショ
ンの場である公園を設置すべきものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

当公園の同規模である総合公園は、横浜市15箇所261ha、川崎市4箇所
151ha、千葉市5箇所217ha、相模原市4箇所42haで本市の総合公園は、11
箇所81haで関東地方の指定都市の同レベル以下の水準。

有効性

根拠

当公園は、見沼田圃と調和した歴史と自然に触れ合える場となり、また、災害
発生時には避難地、延焼防止帯などの機能を担うものとして、市民に必要な
事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

都市公園等整備事業

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 15453001 － 003
見沼通船堀公園整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　国指定史跡の見沼通船堀と周辺の斜面林を取り込み、見沼田圃の環境に調和した歴史と自然にふれあえる総合公園を整備しま
す。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
他の大規模公園全体の整備スケジュールを勘案しつつ、社会資本整備総合交付金等の財源確保の拡大を図り、具現化できるスケ
ジュールの調整をする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当公園の整備により、見沼田圃と調和した歴史と自然に触れ合える公園の整
備を行うことができる。

左記として判断した根拠

公園の設計業務などは、民間に委託（発注）している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当公園は、個別事業のため類似事業はない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　浦和市　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 今後は、長寿命化計画を策定し、計画的な改修事業の展開を図らなければならない。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】
リフレッシュ事業は遊具の取替え及び身障者対応型トイレ設置などの現代社
会に対応した公園整備事業である。一般の修繕事業は遊具等の部分修繕及
び緊急修繕などであり、類似事業であり、整備手法の違いにより統合できな
い。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15453001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

都市公園等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公園リフレッシュ事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

現代社会においては、バリアフリー化および公園施設をリフレッシュすること
で、市民の安心安全確保を行うことからも当事業は市民に必要な事業であ
る。

左記として判断した根拠

都市公園は設置者が市であることから、市が実施する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

公園をバリアフリー化することで、身障者は元より全ての利用者において利便
性の向上を図ることができる。

左記として判断した根拠

公園の設計・施工業務などは、民間に委託（発注）している。

　事務改善

公園のバリアフリー化は国交省のガイドラインに沿って改善を行っており、老
朽化した遊具のリフレッシュなどは安心安全の観点から、他の関東指定都市
においても同様に行っている。

当事業は、バリアフリー新法に基づく高齢者、障害者対応型トイレの改修新設など、開設公園で老朽化が進む公園の改修及び質的
向上を図る事業である。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市公園については、市が設置するものであり、市民に公平に憩いやレクリ
エーションの場である公園を設置すべきものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

当公園の同規模である総合公園は、横浜市15箇所261ha、川崎市4箇所
151ha、千葉市5箇所217ha、相模原市4箇所42haで本市の総合公園は、11
箇所81haで関東地方の指定都市の同レベル以下の水準。

有効性

根拠

当公園は、スポーツなどのレクリエーション活動や緑に触れ合える場となり、ま
た、災害発生時には避難地、延焼防止帯、復旧拠点となる防災機能を有す
る公園として、市民に必要な事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

都市公園等整備事業

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

コード 15453001 － 005
与野中央公園整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市街地における緑に囲まれた市民の運動の場や、広域避難場所ともなる総合公園を整備します。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
他の大規模公園全体の整備スケジュールを勘案しつつ、社会資本整備総合交付金等の財源確保の拡大を図り、具現化できるスケ
ジュールの調整をする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

当公園の整備により、市民にレクリエーション活動の場を提供できるとともに、
市街地の中に災害時の避難場所となる都市空間を確保することができる。

左記として判断した根拠

公園の設計業務などは、民間に委託（発注）している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

河川課で計画している高沼用水路の高沼遊歩道整備事業との整備時期、整
備箇所の調整が可能であれば統合が可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　与野市　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 平成２３年度末に事業完了予定

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

個別事業のため、類似事業なし
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15453001 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市公園課

都市公園等整備事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

駒場運動公園競技場改修工事

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1416責任者 問い合わせ先松本　行夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

陸上競技場改修により、公認大会の再開やサッカー大会の増加が見込まれ
るなど、駒場運動公園の利活用が増すことから、必要な事業である。

左記として判断した根拠

当公園は、市が管理者であることから、市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ キ

３種公認の陸上競技場を取得することで、県内公認大会などが開催できる。
またサッカー場を改修することで、試合数の増課が見込まれることから、費用
対効果を期待できる。

左記として判断した根拠

改修工事の設計・施工業務は、民間に委託（発注）している。

　事務改善

他の関東指定都市においては、３種公認以上の陸上競技場を保有してい
て、同レベル以下のサービス水準である。

　現在の駒場運動公園は、グランドの不等沈下が著しく、日本陸上競技連盟による公認がなされていないことや、荒れたサッカーピッ
チの状況などの施設状況に対し、市民からの要望に加え、陸上競技団体及び、Jリーグチーム等からも改修に対する強い要望がある。
そのような中、平成２１年度から改修に係る庁内検討会議を行い大規模な改修工事を行うこととした。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　緑化推進事業は長期的・計画的・総合的な視点に立ち事業を実施してい
る。各部局における施策の中には緑化の推進にも寄与する取組が行われて
いるが、目的や根拠法令の違い等から統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　緑は、市街地環境に潤いを与え、環境負荷の低減や防災にも寄与することから、今後も推進していく重要な事業であり拡大する。
　なお、事業を拡大するにあたっては、効率性等を踏まえ実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　　市民の緑への関心は高まっている。また、低炭素化社会の実現やヒートア
イランド現象の緩和等、地球環境の改善へも寄与することから、費用対効果
は高いものである。

左記として判断した根拠

　一部施策（緑化啓発イベント）においては、関係団体、関係機関等と事業の
移行が可能か検討する。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市民の健康で快適な生活環境を確保するため、建築物緑化助成事業等による建築物緑化の推進、記念樹贈呈事業、生け垣助成
事業、緑のカーテン事業等による民有地の緑化、「花いっぱい運動」等により、緑化の推進を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

緑化推進事業

048－829-1423責任者 問い合わせ先安田　昌司

コード 15481001 － 000
緑化推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　みどり推進課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　緑は、市民生活に安全、潤い、安らぎを与えるとともに、ヒートアイランド現象
を緩和する等、その公益的機能に対する期待が益々高まっており必要な事
業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市は、国等で実施していない施策を展開し、市民・事業者と協力した緑豊
かなまちづくりを先導していく役割を担っている。なお、建築物緑化助成事業
は埼玉県の助成対象としていない小規模な緑化に対し助成している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　各政令市同様な施策を実施しているが、一部施策が制度創設後、普及して
いないこと、また、平成２２年度に新たに取組みを開始することとしているた
め。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

今般の社会経済状況の中、市民ニーズの高い事業であり、費用に見合った
自然環境改善の効果（市民意識調査）が出ている。

左記として判断した根拠

自然緑地、市民緑地等の保守管理については、既に民間委託を実施してい
るが、緑地ボランティアとの連携を深める等、管理事務を効率化する必要があ
る。

　事務改善

類似制度が他市にも存在し、本市の指定面積は他市を下回っている。
さいたま市：保存緑地５６ｈａ、川崎市：緑地保存協定８５ｈａ、千葉市：保存樹
林２５６ｈａ、横浜市：緑地保存地区１５４ｈａ

市内に残る良好な自然環境を有する緑地を保全することを目的に、①自然緑地等についての保守管理及び整備、②保存緑地所有
者が行う維持管理に対する補助（固定資産税・都市計画税相当額）、③緑地ボランティアに対する支援（消耗品の支給等）を行う。

多くの市民が「自然が豊富」であることをさいたま市の魅力と感じており、市の
将来像として「自然環境の豊かなまち」へ発展することを望む市民は多い。

左記として判断した根拠

指定緑地（自然緑地、市民緑地等）については、法令によって緑地毎に差別
化が図られており、市の責務が明確化されている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮・与野）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1413責任者 問い合わせ先安田　昌司所管部署 都市局　みどり推進課

指定緑地等設置・保全事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

指定緑地等設置・保全事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

緑地環境整備総合支援事業制度要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15483001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署では類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
市内に残る良好な自然環境を有する緑地を保全することは、市街地環境に潤いを与え、環境の負荷の低減や防災にも寄与することか
ら、今後も推進していくべき重要な事業である。
また、引続き市民緑地ボランティアと協力及び連携を図り維持管理事業の効率性に寄与するものである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和、大宮、与野）・　　平成４年度）

1.全部直営 2.一部委託

当該証明書の交付申請件数は非常に少なく、通常業務を疎外しない事務量
であり1件当たりのコストは低廉なものと考えられるが、適正な証明書交付手
数料について検討する必要がある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署では類似の事業を行っていない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 生産緑地地区の指定・解除、都市計画等の手続きは法令で定められており、今後も推進していく重要な事業であるため。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都市計画法の指定及び解除を円滑に行い、正確性の高い参考図面を作成
するために必要な最小限の予算で事業を行っています。

左記として判断した根拠

民間委託が可能な業務については、既に委託済み。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市街化区域内にある農地を重要なみどりとして保全することを目的に①生産緑地地区の指定または解除に係る手続き、②都市計画
審議会等の都市計画に係る手続き、③都市計画決定された生産緑地地区についての図面等の作成を行い、指定及び解除等に伴う
適正な事務を遂行する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

生産緑地関係事業

048－829-1413責任者 問い合わせ先安田　昌司

コード 15484001 － 000
生産緑地関係事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　みどり推進課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

生産緑地地区は緑地機能及び多目的保留地機能の優れた農地等を計画的
に保全することで良好な都市環境の形成に資することを目的として指定する
ものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

法令により市町村が生産緑地関係事務について行うことが明確化されてい
る。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

生産緑地地区の指定・解除、都市計画等の手続きは法令で定められており、
各自治体ともサービス水準は同様である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

68



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

市民の見沼田圃に関する理解を深めるとともに、見沼田圃が市民共有の環
境資産であることの認識を高めることが出来ている。

左記として判断した根拠

　市民、企業と行政が一体となって事業展開が可能な部分があるため、資材
提供や広告事業、イベントの共同開催など、民間活力を期待できる。

　事務改善

　首都圏に残された保全すべきまとまりのある自然環境として、国で位置付け
られており他都市は取り組みを進めているが、本市としての取り組みは、（仮
称）見沼基本計画を今年度策定の予定としている。

　見沼田圃は首都圏に残された貴重な大規模緑地空間であることから、見沼田圃の自然・歴史・文化を市民のかけがえのない環境資
産として次世代に引き継いでいくことを基本理念として、その保全・活用・創造に努め、水と緑の拠点形成、水と緑の連続性の確保に
よる「水と緑のネットワーク」の形成を図ります。

　見沼田圃の保全・活用・創造の取組みは、市民のかけがえのない環境資産
を後世に残すために必要。

左記として判断した根拠

　埼玉県の「見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針」でも定められている
が、本市としても見沼田圃の保全・活用・創造を図る為には、農業従事者等
の土地所有者、市民、企業等と共に力を合わせる必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048－829-1413責任者 問い合わせ先安田　昌司所管部署 都市局　みどり推進課

見沼田圃の保全・活用・創造事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

見沼田圃の保全・活用・創造事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15484101 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　類似事業はあるが、庁内の関係所管は独自に事業展開を行っており、諸法
令等が異なっているために統合が困難になっている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

　より多くの関係者が積極的に連携・協働・交流を図りながら、農業、環境、歴史・文化、観光・交流、教育など、見沼田圃及びその周辺
地域の保全、環境整備及び活用に係る様々な取り組みを総合的・一体的に推進していくことを目的としているため、市民・企業及び行政
等が取り組みをさらに拡大する必要があり、（仮称）見沼基本計画を策定する中でコストダウンや市民・企業との連携等を検討しながら、
事業の拡大につなげていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　２１　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

類似した大地震時における宅地防災事業は無い。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
本事業は、大規模地震による大規模盛土造成地の滑動崩落から市民の生命・財産を守るために、大規模な盛土造成地の有無の調査、
当該造成地の安全性の確認、または、その危険箇所の対応策を決定していく必要があり、継続することとなるが、今後大規模盛土造成
地の分布状況の結果を踏まえて第2次スクリーニング以後の事業の方向性を決定する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

大規模盛土造成地の耐震性を調査及び滑動崩落防止対策を図ることによっ
て市民の生命・財産を守ることができる。

左記として判断した根拠

既に調査を民間コンサルタントに委託済みであり、今後も宅地耐震化推進事
業にかかる調査を民間に委託する。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　宅地耐震化推進事業は「大規模盛土造成地変動予測」と「大規模盛土造成地滑動崩落防止事業」の2つの柱からなっている。このう
ち、変動予測として行うスクリーニングとしては第１次・第２次の段階に区別されており、本事業は、第１次スクリーニングを行うものであ
る。

事業開始年度

事業概要

　　無・

宅地耐震化推進事業

048-829-1424責任者 問い合わせ先寺師　淳一

コード 153920 － 000
宅地耐震化推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市防災推進事業制度要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　開発調整課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

大地震発生時に市民の生命・財産を守るために、市民に身近な市が、予め
調査を行い、大規模盛土造成地の安全性を確認する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

過去の震災を踏まえ、大地震発生時における大規模盛土造成地の活動崩落
等の危険がある場合においては、身近である市が速やかに「造成宅地防災
区域」と指定し、法令に基づき勧告・命令を行う必要があるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

既に横浜市、川崎市で事業が進められている。千葉市、相模原市において
は実施していない。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

左記として判断した根拠

　事務改善

都市計画法に基づく開発行為等の許可に係る審査基準等の制定、改廃及び開発行為等に関する３条例（手続条例・紛争の防止条
例・基準条例）運用に係る事務等を行い、都市公園管理事務所開発指導課において開発許可等の事務を行う。

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・浦和市・与野市）・　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1424責任者 問い合わせ先寺師　淳一所管部署 都市局　都市計画部　開発調整課

開発行為等許認可事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

開発行為等許認可事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市都市計画関係事務手数料条例

根拠法令 都市計画法第２９条第１項、第３３条第１項

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 153924 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
法令等に基づく自治事務の為、さいたま市での手続や基準に関する冊子を製作し無償配布しているが、印刷コストを明記することにより
経費の透明化を図ると共に、手続をするにあたり必要性が低い冊子については、作成を廃止する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３　見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　平成　１５　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
今後の地価の状況による監視区域等の区域指定、及び土地売買届出審査の土地利用目的にかかる勧告を行う際には土地利用審査会
の開催を随時開催することとなるが、会議の開催にあたっては、可能な限り公開していくものとする。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

一定規模（市街化区域２，０００㎡、市街化調整区域５，０００㎡）以上の土地売買について、契約後2週間以内に届出る事を義務付け
利用目的審査を行うことにより、土地の有効かつ適正な利用を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

土地売買届出審査事業

048-829-1424責任者 問い合わせ先寺師　淳一

コード 153931 － 000
土地売買届出審査事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 国土利用計画法第23条、第44条

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　都市計画部　開発調整課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市、与野市）・平成10年度）

1.全部直営 2.一部委託

当事業の特定財源となる財産収入について、上記根拠法令の適正な運用に
努める必要がある。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

一部類似の事業は行われているが、財産区分や運営方法に合致するものが
なく、事業自体の統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
本事業は民間と行政の役割分担により、民間に担わせているものがある。本事業については事業の特定財源確保や合理的な事務執行
に努めながら引き続き進めていくものである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

一定の施設利用があり、また、基本的に維持管理費を貸付先に負担させて
おり、財産収入も有ることから費用に見合った効果がある。

左記として判断した根拠

建設時より民間の貸付先による運営による方式を導入している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市街地再開発事業による普通財産である市有床等(他の所管に属するものを除く)の管理をおこなう。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市整備事務事業(まちづくり総務課)

048-829-1440責任者 問い合わせ先新井　正美

コード 15411001 － 000
都市整備事務事業(まちづくり総務課)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市財産規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　まちづくり総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

施設利用者等の利用が見込まれるため、必要な事業である。

5.その他（普通財産の貸し付けによる運営）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国、県及び民間においても類似する事業はあるが、市有財産の有効活用とし
ても市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

駐車場については、貸付先による事業運営はないが、市営駐車場等として委
託等により事業運営がなされているものはある。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市民の自主的なまちづくり活動に対して、行政が積極的な支援を行うこと
で、市民と行政による協働のまちづくりを推進していくものであり、市が実施
すべき事業と判断した。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市のいずれも本事業に相当する事業を実施している。また、
個別の制度ごとではサービス水準を上回るものと下回るものがあり、関東指
定都市の水準自体が一律ではないことからサービス水準は妥当と判断した

有効性

根拠

　総合振興計画に「協働による都市づくり」が位置づけられ、市民の自主的
なまちづくりは一層重要になっているが、目的やレベルは様々であり、状況
や熟度に応じた具体的な支援策が求められており必要な事業と判断した。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　まちづくり総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

まちづくり支援・団体育成事業

048-829-1440責任者 問い合わせ先新井　正美

コード 15413801 － 001
参加型まちづくり支援・育成事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市街地の計画的な整備に向けた市民の自主的なまちづくり活動を支援するため次のとおり実施する。
　①まちづくり専門家派遣制度……自主的なまちづくり活動を行う団体に対し、専門家を派遣し活動を支援する。
　②まちづくり支援補助金交付制度……市街地の計画的な整備をしようとする団体に対し補助金を交付する。
　③まちづくりセミナーの開催……まちづくりに対する市民意識の醸成及びまちづくりリーダーの育成を目的にセミナーを開催する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　事業の点検を行った結果、妥当性、有効性、効率性、いずれの面においても本事業は適正かつ必要なものと判断される。
　また、事務処理の効率化及びより効果的な市民のまちづくり活動支援を行う観点から、一定の期間において継続的な派遣が可能と
なるよう平成２４年度からのまちづくり専門家派遣制度の充実改善を検討していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　市街地の計画的な整備には関係者の合意が必要であり、本事業を活用し
ながら市民自ら合意に向けた取り組みを行い、地区計画決定など成果を上
げている地区も多数あることから、費用対効果は妥当と判断した。

左記として判断した根拠

　まちづくりセミナーの企画運営業務については既に委託済みである一方、
まちづくり専門家派遣及びまちづくり支援補助金交付については公平かつ
公正な制度運用の観点から民間活力の活用は困難と判断した。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　市街地の計画的な整備の推進をめざす団体に対し、特に初動期の市民
の自主的なまちづくり活動のきっかけや促進を図る唯一の事業であることか
ら判断した。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和市・大宮市・与野市）・昭和61年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（平成17年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署では検討していない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
本市には長期未着手地区が８地区あり、関東地方で最も多い。また、H21年７月の都市経営戦略会議において、長期未着手地区土地区
画整理事業の解消に向けた今後の取り組みについて了承されている。検討モデルとしてH18年度より内野本郷地区から着手し、H23年
度末の都市計画の見直しを目標にしているが、他地区についても早期に検討着手する必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

土地区画整理事業を実施した場合と比較すると、事業費の大幅な縮減にな
るとともに、安全安心のまちづくりにも寄与する。

左記として判断した根拠

業務の性格上、直接民間の利益につながらないことから、民間活力を期待す
ることは困難である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　土地区画整理事業の都市計画決定以降、１０年以上事業化できない長期未着手地区の解消を目指し、地区の特性に応じて都市計
画の見直しや都市基盤整備の推進等に向けた計画づくりに取り組む。　また、土地区画整理事業が必要な地区については、引き続き
事業化に向け、地元啓発等を進める。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

まちづくり支援・団体育成事業

048-829-1440責任者 問い合わせ先新井　正美

コード 15413801 － 002
長期未着手地区まちづくり推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　まちづくり総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

権利者が増え土地区画整理事業の合意形成がますます困難な状況にあっ
て、安全安心なまちづくりの観点から問題を抱えた地区が存在することから、
都市計画の見直しや都市基盤整備に取り組む必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市基盤整備を目指し都市計画決定した地区であり、長期未着手地区の解
消とまちづくりの推進は市の当然の責務である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

長期未着手地区の解消を課題と捉えている政令市では、既に都市計画の見
直しを実現しているところがあることから、本市においても積極的に取り組む
必要がある。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 すでに複数課所が関与する業務を１課で調整することにより、事務の効率化を行っている。引き続き効率的に業務を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

複数の課所が関与する業務を１課で調整することにより、迅速・効率的に処理
できる。

左記として判断した根拠

コンサルティングが必要な部分を委託している

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　都市開発に関する各種総合整備事業の総合的な企画立案を行う
　　・まちづくり交付金等地域の特色を活かせる補助制度の活用

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

まちづくり推進事業

０４８－８２９－１４４０責任者 問い合わせ先新井　正美

コード 15413201 － 000
まちづくり推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　まちづくり総務課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

交付金等を導入するための事業であり、事業を円滑に進めることができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

交付金事業の実施主体が市区町村である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市と同様に補助制度を活用している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
本点検において総点検を実施した結果、事業に要するコストも適正であり、今後も根拠法令等を遵守し適正かつ迅速に事業を執行して
いく。
新型交付金（社会資本整備総合交付金）については、事業所管課等と調整し適正に財源確保を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市街地再開発事業等を対象に認可申請を法令に照らし、適正かつ迅速に認可等の判断をおこなう。
また、同事業の推進のために必要不可欠な補助金確保のために市街地整備事業等の補助金交付要綱に照らし、国庫補助申請等の
手続きを適正かつ迅速におこなう。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都市整備事務事業

048-829-1462責任者 問い合わせ先工藤　俊彦

コード 15411201 － 001
市街地再開発事業許認可事務及び国庫補助金事務事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 都市再開発法

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　市街地整備課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

左記として判断した根拠

　事務改善

土地区画整理事業（個人施行・組合施行・会社施行）認可申請者を対象に、法令に照らして、適正かつ迅速な認可等の適否の判断
をする。
土地区画整理事業施行者の国庫補助金確保のため、国庫補助申請等の手続きを適正かつ迅速におこなう

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1462責任者 問い合わせ先工藤　俊彦所管部署 都市局　市街地整備課

都市整備事務事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

土地区画整理事業認可事務及び国庫補助金事務事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令 土地区画整理法

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15411201 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
本点検において総点検を実施した結果、事業に要するコストも適正であり、今後も根拠法令等を遵守し適正かつ迅速に事業を執行して
いく。
新型交付金（社会資本整備総合交付金）については、事業所管課等と調整し適正に財源確保を図っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和・大宮）・昭和46年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

土地区画整理組合に対する指導・支援は、本課のみが行なっている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容

事業施行上、組合が必要とする額に応じて補助金を執行することが適切。
国庫補助金の各種制度を積極的に導入検討し、市負担の軽減を図る。
また、組合が施行する各要素事業のうち、都市計画道路や下水道事業、公園整備事業については、市が直接工事を施行する方法で、
組合の負担軽減を検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

土地区画整理事業を実施すると、地価その他の利便性が増進し、未整備の
公園や都市計画道路、下水道などの基盤整備を地域住民が地区外に移転
することなく一体的に整備することが可能。

左記として判断した根拠

補助事業の事務は市が行なうものであり、民間委託になじまない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

組合施行等土地区画整理事業に対し、補助金の交付を行うことにより、公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図り、良好な市街地
の形成を推進する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

組合施行等土地区画整理支援事業

048-815-8720責任者 問い合わせ先原　茂夫

コード 15602501 － 001
組合施行等土地区画整理支援事業（市補助・国補助）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

国補助：補助金交付要綱（国庫補助金、地方道路交付金事業、都市再生土地区画整

根拠法令 さいたま市組合等土地区画整理事業補助金交付要綱

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局まちづくり推進部区画整理支援課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市補助：既に事業着手しており、地区内住民の生活に影響があるので必要。
国補助：都市計画道路整備は地区のみならずネットワーク形成のため必要。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市補助：既に事業着手しており、地区内住民の生活に影響があるので必要。
国補助：都市計画道路整備に国庫補助金が充てられ、その市負担分として
必要。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

市補助：関東指定都市で補助制度はない。立ち遅れた基盤整備を、区画整
理手法で整備することになった経緯がある。
国補助：都市計画道路整備は関東指定都市も同様。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

経常的経費であり、費用に見合った効果がある。

左記として判断した根拠

建物管理（清掃、警備等）及び所管用地維持管理（草刈等）について、委託
可能なものは委託済み。

　事務改善

使用料の見直しを行ない、歳入確保に努める。

組合区画整理事業推進事務所の運営及び所管財産の維持管理等を行なう。

当事務所及び所管財産の維持管理は市の財産に関わる問題であり、適正に
維持管理することは市民にとって必要である。

左記として判断した根拠

市実施事業に係る管理業務であるため、市が実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-815-8720責任者 問い合わせ先原　茂夫所管部署 都市局まちづくり推進部区画整理支援課

組合施行等土地区画整理支援事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

組合施行等土地区画整理支援事業（管理業務）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市財産規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15602501 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

事務所経費：当該事務所に係る業務であり、統合不可能。
所管財産経費：事業化が不明確な財産については、しかるべき所管課に移
管し一体管理を行なう検討を行なう。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
経常的経費であるため見直すことは難しいが、可能な限りコスト削減に取り組む。事業化が不明確な財産等をしかるべき所管課に移管
することで、維持管理費を軽減させる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

土地区画整理組合に対する指導・支援は、本課のみが行なっている。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
現在組合に貸し付けている資金は、過去事業費として既に使われているもので、単年度の貸付金がなくなると組合の資金繰りが立ち行
かなくなる。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

保留地を売却して資金化し事業を進める区画整理事業において、資金化を
待たずに保留地を担保に貸付金を受け入れることで、事業進捗を図ることが
可能となる。

左記として判断した根拠

組合に対する現行の支援体制を継続した場合、市の無利子貸付制度を利用
せず金融機関からの借入れに振り替えると、利子が発生しその不足分を市が
補う必要があるので、コスト削減にはならない。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

土地区画整理事業を施行する者に対する土地区画整理事業資金の貸付けを行うことにより、土地区画整理事業の促進を図る。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

組合施行等土地区画整理支援事業

048-815-8720責任者 問い合わせ先原　茂夫

コード 15602501 － 003
組合施行等土地区画整理支援事業（土地区画整理事業資金貸付）

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市土地区画整理事業資金貸付規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局まちづくり推進部区画整理支援課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

土地区画整理組合に事業資金の貸付けを行なうことにより、事業の促進に寄
与している。

5.その他（貸付金）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国が実施している貸付制度は、過去実施済の事業ではなく、事業着手時の
ある程度まとまった資金を対象としており、現行の組合に対する貸付金には
当てはまらないため、市の貸付が必要である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

市貸付金制度を持っていない：横浜市・川崎市・千葉市・相模原市
借入金の一部利子補給制度を持つ：千葉市

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
現在並行して行なわれている公益法人制度改革の方向性に留意しながら、現在協会プロパー、市からの派遣職員、区画整理支援課支
援係職員が一体となって進めている組合施行土地区画整理事業の執行体制を整理する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

事業立ち上げ時より、協会が組合事務局を担って事業を進めると、市が地元
に説明してきた経緯がある。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15602501 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　区画整理支援課

組合施行等土地区画整理支援事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

組合施行等土地区画整理支援事業（財団法人さいたま市土地区画整理協会補助）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-815-8720責任者 問い合わせ先原　茂夫

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮市・浦和市）・昭和63年度・昭和52年度

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

土地区画整理組合より事務を受託している当協会に対し補助金を交付し、事
業の促進を図っている。

左記として判断した根拠

事業立ち上げ時より、協会が組合事務局を担って事業を進めると、市が地元
に説明してきた経緯がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

当協会に対し支援を行なうことで、土地区画整理事業を円滑に進めることが
できる。

左記として判断した根拠

非営利団体である協会に委託している現状と営利目的の民間企業に委託す
る際の見積額を比較した場合、委託費が約2倍と試算されている。

　事務改善

関東指定都市で土地区画整理協会を設置している都市はない。

財団法人さいたま市土地区画整理協会（以下、「協会」という。）に対して補助金を交付することにより、協会が寄付行為に定めて行う
事業の円滑な促進を図り、もって公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進に寄与することを目的とする。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　当事業は、区画整理事業の円滑な推進を図るため、ＵＲ都市機構への補助
金の交付や西大宮駅周辺の整備等を行なうものであり、市が実施すべき事
業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市においても地域の実情に応じて、同様の支援を行っている。

有効性

根拠

西区の拠点形成、川越線を挟んだ南北の市街地整備の推進に向かって大宮西部地
区のまちづくりを推進し、完成させるために必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　日進・指扇周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市再生特別措置法第46条第2項

根拠法令

実施方法

妥当性

西大宮駅周辺まちづくり推進事業

048-646-3111責任者 問い合わせ先藤原　克芳

コード 15413901 － 000
西大宮駅周辺まちづくり推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　新たな人口集積の見込まれる当該地区に市内交通ネットワークの充実及び住民の利便性向上を図るため、西大宮駅を設置するとと
もに土地区画整理事業の進捗に併せ、西大宮駅周辺の交通課題を改善する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
西大宮駅は平成21年3月に開業しているが、引続き西大宮駅周辺の指扇第一踏切道拡幅工事及び都市再生機構の土地区画整理事
業の支援等を行なうため、進捗にあわせ支援は拡大していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　当事業により、公共施設の整備・改善と宅地の利用増進が進んでおり、費
用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

大宮西部地区について独立行政法人都市再生機構による施行である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　施行地区ごとに事業認可を受けており、事業の性質上統合することは不可
能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（ 大宮市　　　　　　　　　）・　　　　１０年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

　今後、川越線指扇駅南北自由通路及び駅舎橋上化等に関する基本設計業務等の進捗に併せ、地元住民や商店関係の調整ととも
に、駅南北自由通路設置・駅舎橋上化工事及び駅前広場整備等を進めていくため、平成26年の北口開設を目指して事業は拡大してい
く。
　歳入においては国庫補助金の導入について積極的に取り組む。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

指扇駅改修については個々の事業であり他事業との統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15414001 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市再生特別措置法第46条第2項

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　日進・指扇周辺まちづくり事務所

指扇駅周辺まちづくり推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

指扇駅周辺まちづくり推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-646-3111責任者 問い合わせ先藤原　克芳

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（１6年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

指扇駅周辺住民及び駅利用者のための交通結節点の整備改良として、指扇駅の橋
上化（駅舎・自由通路）による北口開設と駅前広場等の整備による地域住民の安全
性・利便性・回遊性の向上を図る事業であり、市民に必要な事業である。

左記として判断した根拠

北口開設については地元住民からの請願であり、バリアフリー対応に向けた
駅橋上化等と併せて市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

国土交通省所管事業における費用便益分析(B/C)において、費用を上回る
便益が算定されており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

事業の特殊性（軌道敷での工事施工であり、鉄道事業者の許可や特殊な資
格・条件・経験等を要する）によりＪＲ東日本に委託済。

　事務改善

駅南北自由通路設置及び駅舎橋上化工事等について、ＪＲ東日本及び国土
交通省の基準等によって統一した基準で行っており、関東指定都市と同レベ
ル程度のサービス水準と判断されるため。

今後、より積極的に国庫補助金の導入を実施する。

　指扇駅においては、駅南口の周辺において交通渋滞が発生していること、また駅北側からの駅利用が不便な状況であり、駅への交通アクセスの
利便性の向上や、北口改札の常時利用が強く望まれているところである。
　本事業は、このような状況を改善するため、駅へのアクセス道路の整備及び駅北口広場整備を実施し、駅橋上化を実現する。
　予定事業期間　　平成１６年度～平成２６年度

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

当事業は認可時点から市施行で行なっている事業であり、国庫補助金の受
入や市負担分などの繰出をしており、市が実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市の各地区で状況は異なるが、特別会計に対する補助は行って
いるため。

有効性

根拠

　西区の拠点形成、川越線を挟んだ南側の市街地整備の推進に向けて、指
扇地区のまちづくりを推進し、完成させるために必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　日進・指扇周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

指扇土地区画整理事業特別会計繰出金

048-646-3111責任者 問い合わせ先藤原　克芳

コード 15607701 － 000
指扇土地区画整理事業特別会計繰出金

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

 西大宮駅南側の地域について、指扇土地区画整理事業により、道路・公園等の公共施設の整備改善や、宅地の利用増進を図り、良
好な市街地の形成を行うものである。
　　・施行面積　29.86ha　　・事業期間　平成17年10月11日～平成32年3月31日　　・総事業費　9,200,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
仮換地指定以降、順次工事等を行なうことになるため、事業最終年度である平成31年度に向けて事業は拡大していく。
ただし特別会計の歳入面において、保留地の早期処分、補助金の積極的活用、手数料収入の見直しなどの歳入確保やコスト縮減に努
めることで一般会計からの繰出金を減らし、負担を少なくしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

国土交通省所管事業における費用便益分析(B/C)において、費用を上回る
便益が算定されており、費用対効果を満たしている。

左記として判断した根拠

市施行の土地区画整理事業については、事業を推進していくために市が責
任を持って事業費を繰出す必要がある。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

保留地の早期処分、補助金の積極的活用、手数料収入の適正な確保等を
検討する。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

施行地区ごとに事業認可を受けており、事業の性質上統合することは不可能
である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（１７年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　　　１６　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

同一規格の既製品を設置するものではなく、地域の特性・特長を生かした建
築物（構造物）等であり、施行時期・エリアの違いなどから統合は不可能であ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　まちづくり交付金事業として進めていた日進駅橋上化については、平成22年度完了の見込みであるが、駅南口駅前広場の整備や七
夕通りの美装化をはじめとする南北地区におけるまちづくりのルール化など、新たな国庫補助金などの財源を確保し、事業の推進を図る
必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

・駅利用者及び地域住民の安心・安全の向上と、駅南北地区の交流促進、
　さらに、駅周地区の安心・安全なまちづくりに寄与する。
・費用便益比（Ｂ／Ｃ）1.0を上回る

左記として判断した根拠

事業の特殊性（軌道敷での工事施工であり、鉄道事業者の許可や特殊な資
格・条件・経験等を要する）によりＪＲ東日本に委託済

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

JR川越線日進駅橋上化による北口開設及び駅周辺地区の交通環境の改善、地元商店街の活性化と安心・安全に暮らせるまちづくり
を地元住民団体との協働により推進する.
事業期間　平成１６年度～２２年度　     総事業費 2,520,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

日進駅周辺まちづくり推進事業

048-646-3111責任者 問い合わせ先藤原　克芳

コード 15413601 － 000
日進駅周辺まちづくり推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市財産規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　日進・指扇周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

日進駅周辺住民及び駅利用者のための交通結節点の整備改良として、日進駅の橋
上化（駅舎・自由通路）による北口開設と南北駅前広場等の整備による地域住民の
安全性・利便性・回遊性の向上を図るとともに、日進駅南北地区における安心・安全
なまちづくりを推進する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

地域住民等の安全性・利便性の向上を図るための事業である。
自由通路及び駅前広場・道路等は市有財産であり、橋上駅舎についても自
由通路設置に伴うものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

駅南北自由通路設置及び駅舎橋上化工事等について、ＪＲ東日本及び国土
交通省の基準等によって統一した基準で行っており、関東指定都市と同レベ
ル程度のサービス水準と判断されるため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市施行の事業であり、また、清算事務を必要とするため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

有効性

根拠

清算事務が残っているため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　日進・指扇周辺まちづくり事務所　

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

深作西部土地区画整理事業特別会計繰出金

０４８－６４６－３１１1責任者 問い合わせ先藤原　克芳

コード 156055 － 000
深作西部土地区画整理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本事業は、平成21年1月換地処分を行ったことに伴い、清算事務処理や保留地処分を進めている。
施行面積　72.09ha  　事業期間S46～H25　　総事業費　13,356,009,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 平成25年度事業終了予定。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

清算事務のため、費用対効果を計ることができない。

左記として判断した根拠

清算事務のため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

残地保留地の公売に努める。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地区毎の土地区画整理事業による。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　大宮市　）・　　昭和46年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　都市再生機構は、平成25年度までの土地区画整理事業の完了を目指しており、補助金の交付等による支援を拡大していくが、事業計
画の見直しなどにより経費削減に努め、補助金の軽減を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　他のまちづくり事務所で所管している区画整理事業については、地区ごと
に資金計画について国の認可を受けており、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15603501 － 001

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市組合等土地区画整理事業国庫補助金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和東部まちづくり事務所

浦和東部・岩槻南部地域整備推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

浦和東部・岩槻南部地域整備推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８７８－５１４０責任者 問い合わせ先木南　信一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　都市再生機構施行の土地区画整理事業に支援を行うことにより、市の副都
心にふさわしい良好な市街地形成が図れるため。

左記として判断した根拠

　地域の骨格となる都市計画道路等の公共施設の整備と宅地の整備改善を
図るため、国庫補助金に市費を加えて都市再生機構に補助する事業である
ため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

　当事業により、公共施設の整備・改善と宅地の利用増進が進んでおり、費
用に見合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

　独立行政法人都市再生機構が施行者となり、土地区画整理事業を実施し
ているため。

　事務改善

　関東指定都市の各地区で状況は異なるが、都市再生機構に対する補助は
行っているため。

さいたま市の副都心として相応しい良好な市街地の形成を図るため、都市再生機構が施行する浦和東部第二地区及び岩槻南部新
和西地区の土地区画整理事業への支援を行う。
　□　浦和東部第二地区　　　・施行面積：約１８３．２ｈａ　・事業期間：平成１２年度～平成３０年度　・総事業費約６７５億円
　□　岩槻南部新和西地区　 ・施行面積：約　７３．８ｈａ　・事業期間：平成１２年度～平成３０年度　・総事業費約３０８億円・

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（　平成１６　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　今後の検討の中で、地域周辺の公共施設との統合の可能性がある。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　住民の利便性及びまちの魅力付けの向上を図るため、公共施設等の整備を拡大していく必要があるが、国庫補助事業や民間活力の
導入などにより、市負担の軽減を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　当事業を推進することにより、地域住民の利便性向上やまちの魅力付けの
向上に伴う人口定着の促進が図れる。

左記として判断した根拠

　東口連絡階段の維持管理など民間に委託をしている。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　さいたま市の副都心として相応しい良好な市街地の形成を図るため、都市再生機構が施行する浦和東部第二地区及び岩槻南部新
和西地区の土地区画整理事業と連携し、市民の利便性やまちの魅力付けの向上を図るため、浦和美園駅東口駅前複合公共施設を
始めとする公共施設等の整備を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

浦和東部・岩槻南部地域整備推進事業

０４８－８７８－５１４０責任者 問い合わせ先木南　信一

コード 15603501 － 002
浦和東部・岩槻南部公共施設等整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

　社会資本整備総合交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和東部まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　副都心にふさわしい良好な市街地を形成するため、住民の利便性の向上
やまちの魅力付けの向上を図る事業であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　当地域は、市の副都心に位置付けられているが、公共施設の少ない地域で
あるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市の各地区で状況は異なるが、住民の利便性の向上やまちの
魅力付け向上のための公共施設整備事業を行っているため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　平成31年度の事業完成を目指し、土地区画整理事業の安定的な事業推進を図るため、繰出金も拡大していくが、工事方法等の精
査、計画的な保留地処分等を実施し、繰出金の縮減に努め、一般会計の負担を減らしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　他のまちづくり事務所で所管している区画整理事業については、地区ごと
に資金計画について国の認可を受けており、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15607701 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和東部まちづくり事務所

浦和東部第一特定土地区画整理事業繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

浦和東部第一特定土地区画整理事業繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-878-5140責任者 問い合わせ先木南　信一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　　　　　　　　　）・　　　　　１２年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

  市の副都心にふさわしい良好な市街地整備を推進することにより、住民の
生活改善が図れるため。

左記として判断した根拠

　地域の骨格となる都市計画道路等の公共施設の整備と宅地の整備改善が
図れるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

　当事業に繰出金を支出することにより、公共施設の整備・改善と宅地の利用
増進が図られ、費用に見合った効果が出る。また、事業認可の条件としての
費用対効果（B/C）を満たしている。

左記として判断した根拠

  良好な市街地整備を図り、市施行の土地区画整理事業については、市が
責任を持って支援・補助を行う。

　事務改善

  関東指定都市の各地区で状況は異なるが特別会計に対する補助は行って
いるため。

　保留地の早期処分、補助金の積極的活用、手数料収入の適正な確保等を
検討し、円滑な事業の推進を図る。

　本事業は、さいたま市の副都心に相応しい良好な市街地整備を行うため、土地区画整理事業により、道路・公園等の都市基盤施設
を整備し、駅周辺の商業・業務機能の集積と豊かな自然環境と調和した魅力ある住環境の形成を図るため、繰出金を支出する。
　・施行面積　約５５．９ha　　・事業期間　平成１２年度～平成３１年度　　・総事業費　約２１８億円

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　　　　　　２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

複合公共施設建設のための用地取得による起債償還のため、統合は不可能
である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　浦和美園駅東口駅前の複合公共施設建設用地取得に伴い、平成21年度借入分の公共用地取得事業債償還のため、繰出金を支出
する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

各機能を有する複合公共施設を設置することにより、市民交流の場の提供や
きめ細かで良質な市民サービスの提供が図られる。

左記として判断した根拠

用地先行取得事業特別会計への繰出金のため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市施行の浦和東部第一地区、都市再生機構施行の浦和東部第二及び岩槻南部新和西地区の３地区を土地区画整理事業により整
備を進めているが、周辺公共施設が不足していることなどから、区画整理事業と連携し、公共公益施設等の整備を行うための用地を
取得するため、繰出金を支出した。　　平成21年度複合公共公益施設建設予定地（４６８４．６１㎡）を取得。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

用地先行取得事業特別会計繰出金

０４８－８７８－５１４０責任者 問い合わせ先木南　信一

コード 71308001 － 000
用地先行取得事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和東部まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

住民の利便性向上のため、複合公共施設整備に必要な土地を取得した。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

公共施設の適正配置による行政サービス及び利便性の向上を図るため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　19　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

東浦和第二土地区画整理事業地内の雨水排水を対象とした調整池
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
・第3調整池築造工事は22年度で完了、23年度に周辺建物影響調査を実施、24年度に影響補償する。
・第2調整池築造工事の地質調査を23年度実施、24年度に施行計画を策定、施工期間を周辺が宅地化される前の25～28年度予定とす
ることにより経済的・効率的な施工を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

都市の防災性向上により災害等による社会損失の軽減が図られる。

左記として判断した根拠

コスト削減のため継続工事として発注した。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

・東浦和第二土地区画整理事業と連携し中尾地区の水害を防止する調整池を整備する。
・第３調整池築造工事（平成20年度～22年度継続事業） 総工事費477,750,000円  池面積3,000㎡、池容量6,570 
・ 第２調整池築造工事（平成25年度～28年度継続事業） 総工事費745,000,000円  池面積3,790㎡、池容量8,030 

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

東浦和第二地区まちづくり推進事業

048-873-4201責任者 問い合わせ先高橋　昇

コード 15604701 － 000
東浦和第二土地区画整理事業調整池整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　東浦和まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

中尾地区の水害防止に必要な事業

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市施行の東浦和第二土地区画整理事業地内の雨水排水を対象とし
た調整池整備

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

海に面する他指定都市に対し内陸型の本市は、下流側隣接市の治水整備
が完了するまでは、調整池整備が必要とされる立地にある。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容

・仮換地指定が約９５％完了し、今後は、建物移転や街区築造工事が本格的に展開され必要な繰出金が増える。
・長期盛土造成工事を要する低地部のミニ開発地区があり、長期中断移転（５年以上）となる住宅が多数あるため事業負担が大きく事業
期間の長期化の原因となっている。近隣公園及び一部道路の計画を見直して直接移転が可能な換地（案）に変更して事業費の大幅な
縮減と事業期間の短縮を図るとともに保留地処分等の収入確保に努めて繰出金の増大を控える。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

各地区で事業認可を受けており統合は不可能である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15604801 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　東浦和まちづくり事務所

東浦和第二土地区画整理事業特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

東浦和第二土地区画整理事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-873-4201責任者 問い合わせ先高橋　昇

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　浦和市　　　　　　）・　　　　　１０年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

中尾地区の防災性向上に必要な環境整備及び都市計画道路整備がされる
ため。

左記として判断した根拠

防災性向上を目的に早期に幹線道路等の都市基盤整備を行なう事業で、地
区権利者にも公共及び保留地減歩の負担があるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

当事業に繰出金を支出することにより、都市の防災性向上に向けた都市基盤
が整備、改善され都市的・社会的損失が軽減される。また、事業認可の条件
として費用便益分析（B／C）は満たしている。

左記として判断した根拠

中尾地区の防災性向上を本市の責務に推進しているため。

　事務改善

幹線道路を整備し、狭隘道路を最低４ｍ道路に解消、公園の確保等、中尾
地区の防災性向上に向けて必要な環境整備を図るため。

歳入確保に向け保留地の早期処分を適宜実施できるよう取り組む。

本事業は、中尾地区を周辺地区と連担した市街地形成を図り、良好な住環境を整備し、災害に強い秩序ある市街地を形成するため
基盤整備を行なうものである。
・施行面積　７６.７ha　・事業期間　平成10年１２月１５日～平成28年３月31日　・総事業費　24,280,000,000円

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

国庫補助制度により国から国庫補助金が交付されているが、地方公共団体
の費用の負担等についても規定されている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

国庫補助制度において補助内容が定められており、関東指定都市と同レベ
ルの補助となっている。

有効性

根拠

施行者に補助金を交付することにより、再開発事業で駅前広場や都市計画
道路等の公共施設や南区役所等が入る公共公益施設棟が整備されるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　浦和西部まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱
「地域活力基盤創造交付金について」H21.4.30付け国総政第８号・国道企第６号通
知

根拠法令

実施方法

妥当性

武蔵浦和駅第１街区市街地再開発事業

048-861-5905責任者 問い合わせ先持田　公康

コード 15575601 － 000
武蔵浦和駅第１街区市街地再開発事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本事業は、武蔵浦和駅西口に位置する武蔵浦和駅第１街区を市街地再開発事業により、駅前広場、都市計画道路等の都市基盤施
設を整備し、また、公共・商業・住宅等の調和のとれたまちづくりを実現するため、施行者である独立行政法人都市再生機構に対して
補助金の交付を行います。
・施行面積：約３．０ｈａ　・事業期間：平成１８年度～平成２７年度　・総事業費：41,890,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容

当事業は、再開発により、都市計画道路等の公共施設や南区役所等の公益施設を整備するために、施行者である独立行政法人都市
再生機構に補助金を交付するものである。平成２０年１２月に事業計画認可がなされ、平成２７年度の工事完了を目指し、既に除却・整
地工事が着工されており、事業進捗に伴い事業が拡大となる。拡大する中でも、施行者との調整によりコスト削減に努め、補助金の軽減
を図る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市街地再開発事業等に係る新規事業採択時評価における費用便益比（Ｂ／
Ｃ）は１．９５となっている。

左記として判断した根拠

独立行政法人都市再生機構が施行者となり、再開発事業を実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の地区でも市街地再開発事業は行われるが、それぞれの地区ごとに事業
を行わなければならないため、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（平成１８年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

武蔵浦和駅周辺地区はさいたま市の「副都心」に位置づけられ、都市基盤整
備が求められている地域であり、まちづくりを推進する事による効果は大きい
事業である。事務所の運営経費等のコストについては、削減に努めている。

左記として判断した根拠

清掃、警備業務等の専門技術が必要な業務については、委託済み。

　事務改善

他の関東指定都市においても、市街地再開発等によるまちづくりの推進は行
われているため、同レベルのサービス水準である。

　さいたま市の総合振興計画において、「副都心」に位置づけられている武蔵浦和駅周辺約３０ｈａについて、市街地再開発等によるま
ちづくりを推進する。また、浦和西部まちづくり事務所の経常経費を計上し、事務所の適正な運営をする。

武蔵浦和駅周辺地区はさいたま市の「副都心」に位置づけられ、都市基盤整
備が求められている地域であり、まちづくり推進を目的とした本事業は市民に
とって必要である。また、まちづくり推進のためには事務所の運営経費は必要
である。

左記として判断した根拠

さいたま市の総合振興計画において武蔵浦和駅周辺地区が位置づけられた
「副都心」に相応しいまちづくりを実現するための事業であるため、市が実施
すべきである。また、事務所の運営に係る事業でもあるため、市が実施すべき
である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（浦和市）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-861-5905責任者 問い合わせ先持田　公康所管部署 都市局　浦和西部まちづくり事務所

市街地再開発推進事業（浦和西部まちづくり事務所）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市街地再開発推進事業（浦和西部まちづくり事務所）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

地方自治法、さいたま市財産規則、さいたま市行政財産の使用料に関する条例

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15573301 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

当事業は武蔵浦和駅周辺地区のまちづくりを推進していく事業であり、他地
区の事業との統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
武蔵浦和駅周辺地区はさいたま市の「副都心」に位置づけられているため、それに相応しいまちづくりを図るためには、当事業は必要で
あり、また事務所を運営していくためにも必要な事業であるが、消耗品費、燃料費、光熱水費等の事務所運営経費について、更なる削
減に努める事で事務改善とするものとした。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

土地区画整理事業は、民間でも実施しているが、事業認可時点から市施行
で行っており、事業途中での事業者の変更は不可能である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市の各地区で状況は異なるが、市施行の土地区画整理事業は
行っているため。

有効性

根拠

安全で快適な生活ができるように市街地を整備し住環境の水準を高める。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　与野まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市事務手数料条例

根拠法令

実施方法

妥当性

与野駅西口土地区画整理事業

048-840-6153責任者 問い合わせ先新井　晶一

コード 15607001 － 000
与野駅西口土地区画整理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

昭和44年3月25日事業計画が決定され、与野駅西口駅前通線・幅員20m、延長208m、区画道路・幅員4～9m、延長2,435m、駅前交
通広場3,900㎡と物件戸数207戸の移転を土地区画整理の手法により区画道路等の公共施設、宅地の整備改善を行う。
　・施行面積　8.3ha　・事業期間　昭和43年度～平成22年度（延長予定）　・総事業費　13,670,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
事業進捗に伴い、事業が拡大し、事業費も拡大していくが手数料収入の適正な確保など歳入確保や事務所経費及び工事コストの縮減
に努め、事業費を減らしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

平成1５年度に行った公共事業再評価では、土地区画整理事業の費用便益
比（B/C)が１．５０であり、さいたま市公共事業評価監視委員会から事業の継
続を承認されている。

左記として判断した根拠

事業認可時点から市施行で行っているが事業に必要な測量及び建物調査
業務を民間委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地域を特定した土地区画整理事業であり、類似事業との統合は不可能であ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（与野市）・昭和４３年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
土地区画整理事業の進捗に伴い、繰出金も拡大していくが、保留地の早期処分、補助金の積極的活用等の歳入確保やコスト縮減に努
め、、繰出金を減らし、一般会計の負担を減らしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地区ごとに事業認可を受けている土地区画整理事業であり、類似事業との統
合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15607501 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　与野まちづくり事務所

南与野駅西口土地区画整理事業特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

南与野駅西口土地区画整理事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-840-6153責任者 問い合わせ先新井　晶一

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　与野市　）・　平成７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

繰出金により土地区画整理事業を推進し、健全な市街地の整備と都市基盤
整備を行い、総合的なまちづくりを進めることができるため。

左記として判断した根拠

地域の骨格となる都市計画道路等の公共施設の整備と宅地の整備改善が
図れるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　有

⇒ カ

当事業に繰出金を支出することにより、公共施設の整備・改善と宅地の利用
増進が図られ、費用に見合った効果が出る。また、事業認可の条件としての
費用対効果（B/C）を満たしている。

左記として判断した根拠

良好な市街地整備を図る市施行の土地区画整理事業については、市が責
任を持って支援・補助を行う。

　事務改善

関東指定都市の各地区で状況は異なるが、特別会計に対する補助は行って
いるため。

保留地の早期処分、補助金の積極的活用、手数料収入の適正な確保等を
検討し、円滑な事業の推進を図る。

「豊かな緑につつまれた公園のようなまち」をまちづくりのテーマに、南与野駅西口地区を人と環境に配慮した質の高い駅前広場や都
市計画道路等の都市基盤を有する良好な市街地に形成するため特別会計へ繰出しを行う。
・施行面積　14.7ha　・事業期間　平成7年8月8日～平成26年3月31日　・総事業費　10,700,000,000円

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

土地区画整理事業は、民間でも実施しているが、事業認可時点から市施行
で行っており、事業途中での事業者の変更は不可能である

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

減価補償地区ではあるが、道路等基盤整備においては他の指定都市と同レ
ベルで整備している。

有効性

根拠

岩槻駅西口の開設のための、駅前広場、駅前通り線の整備、駅直近の良好
な住宅や商業地を整備するため。市で施工する必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　岩槻まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

道路整備費財源等特例等に関する法律　

根拠法令

実施方法

妥当性

岩槻駅西口土地区画整理事業

048-790-0230責任者 問い合わせ先名城　嗣豊

コード 15607101 － 000
岩槻駅西口土地区画整理事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本事業は、岩槻駅西口の開設(H26年度末）と併せて都市基盤となる駅前広場及び接続する都市計画道路等の公共施設の整備改善
を行い、併せて土地の利用増進を図り、商業の活性化と潤いある住環境の形成を図ることを目的とする。
  ・施行面積　11.6ha・事業期間　平成9年4月1日～平成31年3月31日・総事業費　　10,840,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
今後事業費は拡大していくが、歳入においては国庫補助金の導入や、証明手数料の適正な確保などにより財源の確保に努めると共に、
歳出においては、事業費のコストダウンを図るよう支出の軽減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

費用対効果（B／C）は平成２１年度の調査で１．９２となっており事業の継続
が承認されている。

左記として判断した根拠

減価補償地区であり市施行により事業を実施しているが、事業の一部につい
ては委託により実施し済みである。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

今後も国庫補助金の導入に努めるとともに、証明書等の料金の適正な確保
を検討する。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

各地区で事業認可を受けており統合は不可能
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　岩槻市　　　　　）・　平成　９　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ カ

西口の開設による駅西口側からの利便性の向上や東西自由通路の整備によ
り駅の拠点性がはかれ駅前の賑わい商業の活性化が図れる。

左記として判断した根拠

事業の特殊性（軌道敷での工事施工であり、鉄道事業者の許可や特殊な資
格・条件・経験等を要する）により鉄道事業者である東武鉄道㈱へ設計の委
託を実施しており、今後も設計や工事を委託する。

　事務改善

鉄道事業者はラッチ内（開札口内）までの整備はするが、新たな開札口の整
備や、東西を繋ぐ自由通路の整備などについては、請願駅として市で整備を
している。

今後積極的に国庫補助の導入を実施する。

岩槻駅西口の開設に合わせ、駅舎の橋上化及び駅東西を結ぶ自由通路の整備を行い併せて駅の一体的バリアフリー化を行なう。
予定事業期間　　平成２１年度～平成２６年末

岩槻駅周辺地区は副都心として位置付けられており、そのまちづくりの岩槻
駅舎改修事業は主要な事業であり、駅の改修により利便性の高い都市的機
能の充実を図る必要がある

左記として判断した根拠

岩槻駅は昭和４年の開業以来西口は開設されておらず、西口の開設は、市
民の強い要望もあり駅のバリアフリー化もされていない、それらを解消するた
め市が実施すべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　２１　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-790-0230責任者 問い合わせ先名城　嗣豊所管部署 都市局　岩槻まちづくり事務所

岩槻駅舎改修事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

岩槻駅舎改修事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

国庫補助金を導入予定

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15414401 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

岩槻駅改修については個々の事業であり他事業との統合は不可能
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
鉄道事業者である東武鉄道㈱とも十分に協議を行い、事業費の軽減など効率的な事務事業に努め、完成目標年次に向けて事業を執
行する、今後の工事着手により事業費が拡大するが、歳入においては国庫補助金の導入に積極的に取組。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市計画道路等の築造は市の負担すべき事業であり、その裏負担等の公債
費など繰出している。なお、江川地区については、保留地の急激な下落など
があり、企業債についても事業の早期完了のため市から繰出している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市の各地区で状況は異なるが、特別会計に対する補助は行って
いるため。

有効性

根拠

都心から直近であるため、乱開発を防ぎ、計画的な新市街地の形成を図りあ
わせて地区内の都市計画道路の整備を進めるため市から繰出している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　岩槻まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

江川土地区画整理事業特別会計繰出金

048-790-0230責任者 問い合わせ先名城　嗣豊

コード 15607801 － 000
江川土地区画整理事業特別会計繰出金

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

本事業は、岩槻駅と東岩槻駅を中心とした連担市街地の形成を図るため、都市計画道路の整備とあわせて良好な住宅地の整備を
し、岩槻区北部地区の市街地の核を形成するため基盤整備を行うものである。
　　・施行面積　79.3ha   　・事業期間　昭和63年7月22日～平成25年3月31日    ・総事業費　17,600,000,000円

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
今後調整池の施工など継続されるため、事業費は横ばいであるが、調整池の掘削により産業廃棄物の処理など必要となることもある、今
後も歳入においては保留地の処分や証明手数料の適正な確保、また歳出においては事業費のコスト削減に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

費用対効果（B／C）は平成１５年度の調査で１．１０となっており事業の継続
が承認されており、事業の目的である、江川地区の良好な市街地を形成する
ため、企業会計の起債等についても事業完了のため繰出している。

左記として判断した根拠

市施行の事業であり市が責任をもって進めるため、民間委託は不可能。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

今後も保留地処分を継続し、証明手数料の適正な確保を検討する。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

各地区で事業認可を受けており統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（岩槻市）・　　昭和６３　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ イ

当事業により、公共施設の整備・改善と宅地の利用増進が図られ費用に見
合った効果が出ている。（土地利用増進率約１．５）

左記として判断した根拠

市施行の事業であり市が責任をもって進めるため、民間委託は不可能。

　事務改善

関東指定都市の各地区で状況は異なるが特別会計に対する補助は行なっ
ている。

証明手数料の適正な確保を検討する。

　本事業は、東武野田線東岩槻周辺市街地と一体的形成を図るため、都市計画道路の整備と良好な住宅市街地の整備をし、岩槻区
東部地区の市街地の核を形成するため基盤整備に向けて繰出しをしている。
　・施行面積　67.13ha　・事業期間　　　昭和63年7月22日～平成24年3月31日　　・総事業費　　　9,600,000,000円

良好な市街地を形成するため、市施工として事業を実施しており事業を安定
的に進めるため繰出金により完了に向けて進めている。

左記として判断した根拠

都市計画道路等の築造は市の負担すべき事業であり、その裏負担の公債費
等繰出している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（岩槻市）・　　昭和６３　年度）

3.全部委託

048-790-0230責任者 問い合わせ先名城　嗣豊所管部署 都市局　岩槻まちづくり事務所

南平野土地区画整理事業特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

南平野土地区画整理事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15607901 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

各地区で事業認可を受けており統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 平成２３年度には事業が完了する予定であるが、その後清算業務に５年間を要する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　１９　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

庁内照会や庶務事務については、他部においても同様の総合管理が行われ
ている。
市有財産について、同貸付先による事業運営が行われている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
都心整備部内の各所管が行っている事業の進行管理及び総合調整において、効率良い管理業務を引き続き行っていく必要があるが、
各種照会について方法を見直し、総合管理のスリム化が必要である。市有財産の管理については、民間と行政の役割分担により、既に
民間に担わせているが、当該特定財源確保や合理的な管理をはかるべく、事務改善に努めていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

予算・決算をはじめ各種照会に対する回答について、都心整備部内の総括
を行い事務の効率化をはかっている。

左記として判断した根拠

市有財産については、民間の貸付先における運営による方式を導入してい
る。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

・本市の都心地区である大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区並びに浦和駅周辺地区のまちづくりを推進し、良好な都心整備をはか
るため、都心整備部内の各事業の進行管理、総合調整を行う。
・市有床を保有するエイペックスタワーの管理上の調整を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

都心整備推進事業

829-1575責任者 問い合わせ先岸田　国彦

コード 15411801 － 000
都心整備推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

建物賃貸借契約書（貸付人：さいたま市　借受人：財団法人浦和パーキングセン
ター）第５条、さいたま市財産規則

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局計画管理課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

都心整備部内の各所管の総合調整や市有財産の管理業務のため、市民に
とって直接的な関わりはないが、部内の複数課所室を１課で調整することによ
り迅速化・効率化がはかれている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都心整備部内の各課所室間の総合管理や市有財産の管理業務であるた
め、市が実施する。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

当該部内の各所管についての総合的な管理・調整は、関東指定都市でも同
様に行われている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

バリアフリー都市として、安全性や快適性に配慮されたまちなかでの、賑わい
創出に向けた取組により、多くの来街者があり、市民ニーズも高く、費用に見
合った効果が出ている。

左記として判断した根拠

歩行者デッキなどの警備、清掃については、民間委託による業務を行ってい
る。今後は、賑わい創出や、市民への情報提供を主とする、映像装置や掲示
媒体についても、コスト削減に繋がるよう、民間等のノウハウを活かした広告
事業の展開について検討する。

　事務改善

賑わい創出に向けた、各種のイベントや取組については、さいたま新都心地
区のまちの特性を活かして、実施をしており、関東指定都市との比較はでき
ない。

都市施設（自由通路等）の更なる有効活用を図り、広告収入の増進など、歳
入の確保に努める。

さいたま新都心地区において、様々な人が交流し活動する、賑わいのあるまちづくりを継続していくため、市の所管する都市施設の適
正な運営管理を推進するほか、地元組織である、まちづくり推進協議会やまちづくりボランティアとの連携した事業を推進する。
また、さいたま新都心地区内及び周辺の開発計画についての総合調整を図り、魅力あるまちづくりを推進する。

さいたま新都心地区のまちの特性を活かした、ソフト事業の充実及び施設整
備などのハード面の推進を図ることで、市民生活の向上に寄与する事業であ
るため。

左記として判断した根拠

ソフト事業の推進においては、市が運営管理する施設を活用した事業であ
り、ハード面の推進においては、市の所掌する都市計画やマスタープランな
どに準拠した施設整備を推進する事業であるため。

5.その他（ふれあいプラザの管理運営）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

829-1575責任者 問い合わせ先岸田　国彦所管部署 都市局計画管理課

さいたま新都心賑わい創出事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

さいたま新都心賑わい創出事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

・さいたま新都心ふれあいプラザ等の管理運営に関する基本協定書（埼玉県）
・さいたま市さいたま新都心駅前大型映像装置広告取扱要領

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15511001 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

地区内で行われるイベントは多くあるが、各所管が主体となり事業を推進する
ため、統合は困難である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

　さいたま新都心地区については、さいたま市のリーディング的なまちづくりとして、行政だけでなく、多くの企業が参画・連携するまちづ
くりを行うとともに、市民参加型の事業展開を進めることで、他に類を見ない、より魅力的な賑わいのあるまちづくりを推進できる地区であ
り、引き続き当事業を実施することが必要である。
　事業を推進するうえでは、都市施設を有効活用した歳入の確保についても、検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　本市の歴史・文化的資産である氷川参道を保全することは、市が実施すべ
き事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市において、氷川参道の様に歩車共存の上、直線で２km続い
ている形態はないため。

有効性

根拠

　都心部に残された貴重な緑の空間であり、次代に引継ぐべき資源である氷
川参道の並木を保全することにより、市民にうるおいとやすらぎを与える。

5.その他（氷川の杜うるおいのあるまちづくり推進協議

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　計画管理課　氷川参道対策室

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

大宮駅東口都市再生プラン推進事業

048-646-3122責任者 問い合わせ先阿佐見　保久

コード 15412501 － 000
氷川参道整備事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　歴史・文化的資産であり、都心部に残された貴重な緑の空間である氷川参道を、歩行者系のシンボル軸として将来にわたり引継ぐた
め、地元まちづくり協議会との協働作業による並木の保全、交通問題への対応を図りながら歩行者専用道路化を目指す。
　また、平成ひろばの継続的利用と活用に向けた調整を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　氷川参道は、当市における貴重な歴史・文化的資産であり引き続き並木の保全は必要である。また、従来から地元まちづくり協議会と
共に氷川参道のまちづくりを推進しており、歩車分離工事の竣工や一の鳥居ひろばの完成といった実績も出ているため、本事業の継続
は必要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　氷川参道の並木の保全や、交通問題の課題の対応に市民と共に取り組む
ことにより、まちづくりに対する意識が醸成されるため。

左記として判断した根拠

　平成ひろばの調整等、市が行うべき業務以外は、民間への業務委託やボラ
ンティアの力を活用している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　氷川参道の整備・保全は、庁内では当室のみが行っているため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　　　　　　　）・　　　　　7　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

104



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

さいたま市が事業主体となっている都市計画事業であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

鉄道による市街地の分断を解消する手法として、他市でも施行しています。
（赤羽駅付近高架化工事、JR中央線連続立体交差事業、東武鉄道伊勢崎線
（草加・越谷地区）連続立体交差事業など）

有効性

根拠

浦和駅東西市街地の一体化、中心市街地の活性化に寄与するなど浦和都
心の発展に必要な事業であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　鉄道高架整備課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

道路法　第56条（道路に関する費用の補助）

根拠法令

実施方法

妥当性

鉄道高架推進事業

048-829-1467責任者 問い合わせ先金井　芳雄

コード 15426201 － 000
鉄道高架推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　鉄道を高架化し、都市計画道路田島大牧線をはじめとする交差道路を整備することで、鉄道により分断されている浦和駅周辺の東
西市街地の一体化、均衡ある発展を図る。また、東北客貨線(湘南新宿ライン)にホームを新設することで湘南新宿ラインの浦和駅停
車を実現します。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　本事業は、浦和都心の発展のため重要な事業です。浦和駅東西市街地の一体化を図るため引き続き事業を継続し、平成24年度末の
事業完了を目標とします。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

田島大牧線をはじめとする交差道路、駅部の東西連絡通路などの整備によ
り、駅東西の行き来が便利になり東西市街地の一体化が図られます。
・費用対効果（B/C=1.3）

左記として判断した根拠

さいたま市が事業主体となっている都市計画事業であるため。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

新たに社会資本整備総合交付金の導入を予定しています。

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

鉄道施設に関係する事業として駅改良、連絡通路設置などがありますが、本
事業は鉄道を高架化し道路との立体交差を行う事業であり、周辺の街路事
業、再開発事業との調整が必須であるため、統合は不可能です。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　　　　　　　）・　　平成11年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

カ

平成１３年５月１日以後（平成19年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の地区でも市街地再開発事業は行われるが、それぞれの地区ごとに事業
をおこなわなければならないため、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
再開発事業について、民間主導のもと、市が補助金の交付、支援を行う形で推進する。
事業は、進捗に応じ拡大していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

民間主導での事業を支援することにより、都市機能の更新がなされ、活気や
にぎわいの創出、防災性の向上やバリアフリー化などが図られる。

左記として判断した根拠

事業は、組合事業として民間主導で実施するものである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和駅西口南高砂地区での第一種市街地再開発事業への補助金交付、助言を行う。
浦和駅周辺まちづくり事務所の維持管理を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭

コード 1557301 － 001
浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市街地再開発事業補助金、地域活力基盤創造交付金

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

民間主導での事業として、駅前広場や都市計画道路など公共施設の整備を
含む都市機能の更新を図り、活気やにぎわいの創出、防災性の向上やバリア
フリーに配慮したまちづくりを行う。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市が民間主導での事業へ補助・支援することにより、駅前広場や都市計画道
路など公共施設の整備を含む都市機能の更新を促進する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

国庫補助制度において補助内容が定められており、関東指定都市と同レベ
ルの補助となっている。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ キ

沿道の景観向上のみならず、駅周辺の賑わいを高め、商店街の活性化に寄
与できる。

左記として判断した根拠

民間に調査業務を委託している。

　事務改善

道路の美装化事業については、他指定都市でも実施されているが、他市の
事例を超える、高水準、華美な美装化を想定していない。

　浦和駅の鉄道高架化事業や東口再開発事業による拡幅で道路への影響を受けている東仲町商店街の再生および魅力的な商業
環境の形成に向け、地元と市が一体となりまちづくりを推進するため調査を実施している。今後、道路を「美装化工事」する方針であ
る。

駅前再開発事業や鉄道高架化事業による拡幅で道路への影響を受けている
商店街の再生および魅力的な商業環境の形成を図る事業である。

左記として判断した根拠

美装化事業は、主に道路の工事となるため道路を管理している市が実施する
ものとなる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　浦和市　）・　平成10年度）

3.全部委託

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

東仲町地区まちづくり推進調査業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15573001 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

道路の美装化事業については、他地区でも実施されているが、当該地区の
エリアに特定した事業であり、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
　過年度から地元と行政が一体となり、検討会議などを継続的に行ってきた。　既設の鉄道高架化事業や再開発事業に対しては、沿道
関係者の協力があり成し得ていることもあり、商店街を再生することは必要であると考える。次年度以降は、美装化の設計、工事を予定
し、平成２４年度の鉄道の高架化事業に併せ工事を竣工し事業を完了する見通しである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成21年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

商業環境改善のための支援は、経済部局でも実施されているが、当事業に
ついては、エリアを特定し、かつ、国の都市環境支援事業による補助金を受
けて実施するものであり、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　浦和駅東口周辺においては、再開発事業が完了し、周辺道路が整備される一方で徐々に沿道商店が減っているなどの課題が見られ
る状況である。このため、地元６商店と協働しながら、にぎわい創出メニューを検討し、将来的には、地域が自主的にマネジメントしていく
ことを目指し、継続して取り組む考えである。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

駅周辺の賑わいを高め、商店街の活性化に寄与する事業である。

左記として判断した根拠

民間へ調査業務を委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　浦和駅東口において、まちのにぎわいに奥行きを持たせ、地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるため、地元６
商店会と協働し、回遊性のある「にぎわい空間」を創出するため調査を実施する。また、今後、地元の理解を得て、社会実験などによ
る「にぎわい創出メニュー」実践や地域マネジメントを想定する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭

コード 15573001 － 003
にぎわい空間創出調査業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市環境支援事業制度要綱（国庫補助金）

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　浦和駅東口において、まちのにぎわいに奥行きを持たせ、地域における良
好な環境や地域の価値を維持・向上させるための事業である。

5.その他（　商店会　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

浦和駅東口の6つの商店会を含む区域で検討を行っており、広域的視点を
持ち、情報を共有しつつ、課題・問題点を整理し、適正なまちづくりを誘導す
るためには、市が取りまとめ、支援を行うことが必要であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他指定都市と同様に、国の補助制度を活用し調査を実施しており、他指定都
市を超える水準のものではない。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

浦和駅西口駅前付近の都市計画道路（歩道等）の整備を目指した業務であ
り、整備後は、交通の円滑化やにぎわいの創出が見込まれる。

左記として判断した根拠

民間へ業務委託をしている。

　事務改善

都市計画道路に係る整備、測量等の業務は、他指定都市でも実施されてい
るが、他指定都市の水準を超えるものではない。
また、本市の都市計画道路の整備率は、指定都市の中で低水準にある。

道路の事業化時には、整備に係る国庫補助金の導入が可能である。

浦和駅西口駅前への交通の主導線となる都市計画道路浦和西口停車場線について、浦和駅西口南高砂地区における市街地再開
発事業に併せた効果的な整備促進を見据え、測量業務を行うものである。

浦和駅西口駅前へアクセスする主要な都市計画道路（歩道等）の整備促進
を目指した業務である。

左記として判断した根拠

都市計画道路（歩道等）の整備促進を目指した業務である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成21年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

浦和西口停車場線整備事業（用地測量業務）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 1557301 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市計画道路の整備、測量等は、他地区でも実施されているが、特定の路
線、箇所の業務であり、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

道路（歩道）整備を目指し、継続して推進する。
整備内容については、今後、詳細を検討し、浦和駅西口南高砂地区の整備に併せ事業認可を取得し、整備時に積極的な国庫補助金
の導入に努める。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

キ

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

まちづくりのための補助金を利用した事業は他でも行われているが、地域を
特定しての現状での課題・問題点の整理等の業務であり、統合はできない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
浦和駅西口地区は、鉄道高架化事業による駅内東西連絡通路や西口南高砂地区の再開発事業により、駅周辺の連絡動線の変化が見
込まれている。これらの変化を適切にとらえ、にぎわいと回遊性のあるまちの創出を図るため、地元の自治会や商店会、企業等の意見を
伺いニーズを把握した上で、適切な調査を実施し報告するものである。平成２３年度完了予定。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民との協働により、にぎわいや回遊性のあるまちの創出を目指すものであ
り、市民のまちづくりに対する意識高揚をはじめ、波及効果が見込まれる。

左記として判断した根拠

民間へ調査業務を委託している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和駅西口地区において、周辺の環境と共生したにぎわいと回遊性のあるまちづくりに向け、自治会や商店会、企業等と連携して、
調査を実施し、現状把握、まちの将来イメージ像を検討し、まちづくりの手法を策定する。また、協議会（案）組織の設立、運営を補助・
支援する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭

コード 15573001 － 005
浦和駅西口都市再生まちづくり推進業務

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

にぎわいや回遊性のあるまちづくり創出に寄与する事業である。

5.その他（　自治会、商店会、企業等　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

周辺で実施されている事業等を把握しつつ、課題・問題点を整理し、適正な
まちづくりを誘導するために、市が支援することが必要であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

協議会等の支援については、各指定市にある再開発等の補助金の範囲と同
等である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

浦和駅周辺での交通渋滞の解消が見込まれる。

左記として判断した根拠

民間へ業務委託等を行う。

　事務改善

都市計画道路の整備であり、他指定都市で行われている整備と同等な水準
で整備を行う。

都市計画道路田島大牧線を整備し、中心市街地における交通の円滑化、都市防災機能の向上を図る。鉄道高架化事業の進捗、並
びに浦和駅西口南高砂地区の市街地再開発事業の動向を見据え、平成２４年度までに対面交通が可能な暫定整備を進める。

都市計画道路の整備により浦和駅周辺の交通渋滞を解消する。

左記として判断した根拠

市が管理する都市計画道路の整備を行うものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

田島大牧線整備事業（高砂工区）

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

住宅関連事業費補助　〔社会資本整備特別会計〕

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 1557301 － 006

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の工区でも都市計画道路事業は行われているが、工区ごとの事業のため
統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
引き続き事業用地取得のための交渉、及び代替地の取得を行う。また、鉄道高架化事業と連動して電線共同溝の詳細設計、道路工事
を行い早期の道路整備を目指す。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

111



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成19年度）平成１３年５月１日前（旧市（　浦和　　　　　　　）・　昭和６２年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

再開発を支援する補助金を活用した事業は他の地区においても行われてい
るが、地区を特定しているため統合は不可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
浦和駅西口南地区の着実なまちづくり、都市機能の活性化を図るため行政と市民との連携が必要と思われ、今後事業化へ進んだ場合
は民間主導へ移行する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民と協働し地区開発を考え、今後は民間主導へと移行できるように支援し
ている。

左記として判断した根拠

協議会によるまちづくりの取組みに対する補助金を交付する形で支援を行っ
ているため、委託は不可能。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

浦和駅西口南地区内の着実なまちづくり、市街地環境の改善、商業その他都市機能の活性化等を図るための協議会の取組みに対
する支援を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺）

048-882-9909責任者 問い合わせ先小西　裕恭

コード 15573001 － 007
浦和駅西口南Ｃ－３街区再開発推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　浦和駅周辺まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

浦和駅西口南地区の住環境の改善、商業機能の発展に寄与している。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

協議会の権利者が少なく、高齢化していることもあり行政が指導・支援しなが
ら、活性化する必要がある。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各指定市にある再開発等の支援補助金の範囲内で行われている事業。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　平成２０年度　）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

現行の大宮駅東口都市再生プランについては、大宮駅周辺地域戦略ビジョ
ンの中に内容を包含・更新させ、新たな計画として策定するため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
総合振興計画の新実施計画では、H２１でビジョン策定が完了となっているが、H22以降は、具体の事業を推進していくための検討が必
要である。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

戦略ビジョンは、まち全体の考え方や方向性を示しており、民間事業者や地
元、行政等が具体の取り組みを行う際の根拠、動機、指針となり、まちづくりが
進むきっかけとなるため。

左記として判断した根拠

委託業者では、専門的・技術的な検討を行ない、内部の調整や事務的な作
業、委員会の運営等については職員で対応するため。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

大宮駅周辺地域戦略ビジョンに基づき、各種プロジェクトの実現化に向けた推進方策を検討する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業

048-646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

コード 15412001 － 001
大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

大宮駅周辺地域戦略ビジョンは、行政だけでなく、地元市民や民間事業者に
よる開発や、まちづくりが行なわれる際の基本となる計画であるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市の都心である大宮を、政令指定都市の顔にふさわしい都心として再構築
するため、市で策定した計画である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令指定都市では、計画策定後、駅周辺の開発・基盤整備に結びつい
ているが、大宮の場合は、整備にまで至らなかった経緯があるため。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 市民との意見交換や市民参加による検討など、情報の見える化について積極的に取り組んでいく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他部署でも老朽化公共施設の更新（本庁舎、一部の区役所等）については
検討が進められているが、本計画については、早急な市民の安全確保への
対応や周辺のまちづくりの活性化の視点から検討を進めているため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15412001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

大宮駅東口公共施設再編推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

耐震性に劣る公共施設の更新により市民の安全安心が確保されるとともに、
施設の集約・複合化により創出した用地を周辺のまちづくりに活用することに
より、さいたま市の都心にふさわしい賑わいあふれるまちとなるため。

左記として判断した根拠

老朽化公共施設の更新に伴い、大宮駅東口のまちづくりや都市基盤整備の
停滞の大きな理由の一つである用地の不足を解消することで、周辺のまちづ
くりや都市基盤整備を推進できるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

市民利用施設の安全安心の確保や施設の集約化による利便性の向上に加
え、市街地や都市基盤の整備が推進されるため。

左記として判断した根拠

計画策定における技術的検討については、民間委託を行なうことにより効率
性の向上が可能であるため。

　事務改善

大宮駅周辺地域では用地の不足から、政令市にふさわしい市街地整備や都
市基盤整備が行なわれておらず、その解決に向けた手法の一つとして検討
を進める必要があるため。

大宮駅東口のまちづくりの推進をはかるため、老朽化公共施設の再編や公共用地の活用に関する計画の策定を行なう。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市計画事業であるため、市で実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

本市の都市計画道路の整備率は50％に届いておらず、他の政令市に比べ
低い数値であるため、事業の推進が望まれる。

有効性

根拠

歩道整備による快適な歩行空間の確保、交互通行化による大宮駅東口周辺
道路の渋滞緩和など、都市機能の向上に貢献する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

都市再生推進事業制度要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

大宮駅東口都市再生プラン

048-646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

コード 15412701 － 001
氷川緑道西通線整備推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

平成9年度に都市計画決定された氷川緑道西通線（延長1,040ｍ）のうち、南区間（大宮中央通線～南大通東線の約670ｍ区間）を整
備するものである。この道路整備は、中山道の渋滞緩和や氷川参道の歩行者専用化を促進させ、交通アクセスの強化を図っていくも
のである。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
氷川緑道西通線南区間は、平成27年度の竣工を目指して整備を推進しており、歩行者や自転車の安全性や利便性の確保、中山道の
渋滞緩和に貢献し、沿道のまちづくりにも大きく寄与する事業であるので、今後も継続していく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

事業の完了により、歩行者や自転車の安全確保、通過交通の処理による中
山道の渋滞緩和、氷川参道の歩行者専用化に寄与する。

左記として判断した根拠

土地評価や建物調査等の専門性の高い業務は民間委託により効率性を
図っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

都市計画道路整備事業は行われているが、個別路線ごとに進める事業なの
で統合は不可能。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　平成20年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 市街地再開発支援は拡大していくことになるが、社会資本整備総合交付金を活用し歳入確保に努力をしていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

再開発事業は行われているが、個別の地区ごとに進める事業なので、統合は
不可能

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15412701 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

大宮駅東口都市再生プラン推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（仮）大門町2丁目中地区第一種市街地再開発事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048－646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　20　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

当該事業を行うことにより、市民の安全安心を確保でき、また、賑わい創出に
より街が活性化するため、必要な事業である。

左記として判断した根拠

都市再開発方針の2号地区として指定されているため市は積極的に促進して
いく必要がある。また、再開発法においても市は組合に対して援助を行うこと
ができるとされている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

当該事業により、ひろば空間や緑などの確保や市有地を利用して公共施設
などを入れることで街の活性化が期待できる。

左記として判断した根拠

市が施行するのではなく組合をつくり、民間で事業を進めていくものである。

　事務改善

国の補助金制度において、補助内容が定められており関東指定都市と同レ
ベルである

支援していくにあたって、国の補助金制度を活用していく。

中山道、大宮中央通線、氷川緑道西通線、ペンギン通りに囲まれた、約1.4haの区域内を地元権利者との協働により市街地再開発事
業を実現する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（平成16年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

老朽化の著しい周辺地域の建物更新と一体となって整備することが可能であ
るため。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 整備の推進には地元との合意形成が必要であり、引き続き交渉を進める必要があるため。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

駅前広場の整備により、利用者の安全性・利便性の確保や、錯綜する駅前交
通の処理が改善され、周辺まちづくりへの波及効果が見込まれる。

左記として判断した根拠

補償調査や土地評価など、専門性の高い業務については民間に委託するた
め。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

大宮駅東口周辺において、早期整備を図るリーディング事業として位置づけられている駅前広場を整備するものである。当事業で
は、駅前広場北側の拡幅を対象とし、駅前の顔作りの一環として拡幅後の沿道建物の共同・協調建替えについても支援していく。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

大宮駅東口都市再生プラン推進事業

048-646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

コード 15412701 － 003
（仮称）大宮駅東口駅前広場整備事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

駅前広場の整備により、利用者の安全性・利便性の確保や、錯綜する駅前交
通の処理が改善され、周辺まちづくりへの波及効果が見込まれる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

都市計画事業であるため、市で実施すべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

本市の都市計画道路の整備率は50％に届いておらず、他の政令市に比べ
低い数値であるため、事業の推進が望まれる。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
駅前広場計画の南側拡幅部分については、街区のまちづくりと一体化した検討を駅前南地区協議会が中心となって行っているため、関
係権利者の合意形成の状況を見ながら支援を継続していく必要がある。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

再開発事業は行われているが、個別の地区ごとに進める事業なので、統合は
不可能

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15412701 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

大宮駅東口都市再生プラン推進事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（仮）大宮駅東口駅前南地区市街地再開発事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-646-3288責任者 問い合わせ先中野　英明

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　16年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市街地更新により安心安全が確保されるとともに、新たなまちの賑わいが創
出される。駅前広場の整備を合わせて行なうため、公共性の高い事業であ
る。

左記として判断した根拠

都市再開発方針の2号地区として指定されているため市は積極的に促進して
いく必要がある。また、再開発法においても市は組合に対して援助を行うこと
ができるとされている。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

勉強会などの開催を通じ、市街地再開発事業への理解が深まるとともに、地
区におけるまちづくりの機運が高まってきている。

左記として判断した根拠

市が施行するのではなく組合をつくり、民間で事業を進めていくものである。

　事務改善

国の補助金制度において、補助内容が定められており関東指定都市と同レ
ベルである

支援していくにあたって、国の補助金制度を活用していく。

大宮駅東口駅前広場南側に面した地区において、地元のまちづくり団体を支援し、市街地再開発事業の事業化を推進する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市有地の管理及び事務所内の管理業務であるため市が実施する。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他の政令市においても、市有地の管理や事務所管理業務は行われているた
め、同レベルのサービス水準である。

有効性

根拠

大宮駅周辺地区の都市基盤整備を推進するため先行取得を行った事業用
地の管理を行う。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅東口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

大宮駅東口都市再生プラン推進事業

０４８－６４６－３２８８責任者 問い合わせ先中野　英明

コード 15412701 － 005
市有地・所内管理業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　大宮駅東口のまちづくりを図るため、事業用地の先行取得を行った用地の管理及び、所内の管理を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市有地については、事業開始までの適正な管理を行うとともに、有効活用の検討を地元と進めていく。また、庶務業務については、同じ
ような内容の照会はまとめて行う、文書の電子化など、事務改善を行っていく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

内部の管理業務及び庶務事務を一括で管理することにより、対応の迅速化
が図れている。

左記として判断した根拠

市有地の除草等業務を委託し、適正な管理を行っている。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

市有地の有効活用については検討可能

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

庁内照会や庶務事務については、複数の課で実施しているので、統合可能
と判断した。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　平成１９　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　                 　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

事業用地を取得することにより、再開発事業等の推進が図れる。

左記として判断した根拠

用地先行取得事業特別会計への繰出金のため。

　事務改善

　大宮駅周辺地区の都市基盤整備を推進するため、事業用地の種地として都市開発資金等を活用し、用地の先行取得を行ったため
の償還金の財源について、一般会計から繰出すものである。

大宮駅東口周辺の再開発事業等に必要な用地の取得である。

左記として判断した根拠

市が借り入れした借入金に対する償還のため、一般会計から繰出するもので
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　大宮市　　　　　）・　平成３　年度）

3.全部委託

０４８－６４６－３２８８責任者 問い合わせ先中野　英明所管部署 都市局大宮駅東口まちづくり事務所

用地先行取得事業特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

用地先行取得事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 15415501 － ０００

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

大宮駅周辺地区の都市基盤整備を推進するための用地取得による起債償
還のため、統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
都市開発資金による借り入れに対する償還が、平成22年度で終了するが、公共用地取得事業債償還のため、一般会計より繰出金を行
う。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　地元地権者と協力して事業化への整備推進を行うが、大宮駅西口地区とし
てのまちづくりを鑑みると、道路線形等の助言は本市が行うべきものであるた
め。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　まちづくり団体と一体となりながら、事業化に向けて努力しており、他市と比
較しても同等であると判断する。

有効性

根拠

 狭隘道路や低層木造住宅の密集化などの課題があり、防災上の観点からこ
れらを改善し、早期の基盤整備が不可欠なため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅西口まちづくり事務所

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市道路占用料徴収条例第２条別表で標準的な料金が定められている。

根拠法令

実施方法

妥当性

大宮駅西口まちづくり推進事業

048-646-3279責任者 問い合わせ先伊東　信悦

コード 15413101 － 000
大宮駅西口まちづくり推進事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　大宮駅西口地区については、大宮駅前地区等において事業が完了し、第四地区においては事業が施行中である。しかし、それ以
外の地区では、狭隘道路や低層木造住宅の密集化などの課題があり、「防災性の向上」「商業環境の向上」が求められている。これら
の課題を解決するために、各地区の特性を活かしたまちづくりに資する、実現可能な基盤整備の方針を策定する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
　現在大宮駅西口第三地区では、地元まちづくり団体によるまちづくりの機運が急速に高まっており、当団体による活動への支援・協力
を図るとともに、共同して第三地区の整備を推進する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　策定準備段階ではあるが、まちづくりへの機運醸成の効果がある。

左記として判断した根拠

 専門知識が必要な分野について民間委託を活用している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　当該地区における他のまちづくり事業はないため。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成　年　月　日前（旧市（　　　）・平成７年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
　平成26年3月31日の早期完成を目指し、土地区画整理事業の安定的な事業推進を図るため、拡大して繰出金を支出する必要性があ
る。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　地区ごとに事業認可を受けている土地区画整理事業であり、類似事業との
統合は不可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 15606401 － 000

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 都市局　大宮駅西口まちづくり事務所

大宮駅西口都市改造事業特別会計繰出金

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

大宮駅西口都市改造事業特別会計繰出金

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-646-3279責任者 問い合わせ先伊東　信悦

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（大宮）・　７年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　繰出金によって、狭隘道路による交通の混乱、建物の老朽化による防災上
の不安等の諸問題を抱えている大宮駅西口第四地区について、土地区画整
理事業による都市基盤整備を行うことができるため。

左記として判断した根拠

減価補償地区であることを踏まえ、本市一般会計からの繰出金を設定する必
要があるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ カ

　当事業に繰出金を支出することにより、狭隘道路が解消され、歩道幅員に
余裕を持たせることで、良好な都市空間が形成され、現時点で費用に見合っ
た効果が出ている。

左記として判断した根拠

市施行の事業への繰出金であり、市が責任をもって進めるため、民間委託は
不可能である。

　事務改善

関東指定都市の各地区で状況は異なるが特別会計に対する補助は行って
いるため

証明手数料の適正な確保を検討する。

都心地区にふさわしい魅力あるまちづくりを目指すため、大宮駅西口第四地区について土地区画整理事業による都市基盤整備を
行うため特別会計へ繰出しを行うものである。
　・施行面積　9.68ha
　・事業期間　平成7年5月19日～平成26年3月31日

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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